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　皆さんはZ世代といわれる人たちにど
んなイメージを持っているでしょうか。
多くの企業では次世代を担う人材として
採用・育成すべき大事なターゲットであ
るにもかかわらず、採用やリテンション、
マネジメントに苦しんでいます。リクルー
トワークス研究所主任研究員の古屋星斗
は、「既得権のある上の世代から見て、既
得権のない若者の行動が一風変わって見
えるのは、今も昔も同じ。世代で括るのは
無意味で、ほかの世代と同様に個々は多
様」だと言い切りますが、「育ってきた環
境によって、それに合った価値観や行動
が生まれるのも事実」（古屋）です。 
　Z世代は諸説ありますが、1995年生
まれから2004年生まれといわれます。
2000年代半ば以降、地球温暖化が深刻
さを増し、大きな災害、国際紛争が世界
を覆い、デジタルの恩恵を当たり前に享受
できる環境にあって、それらが常に目や耳
に入るようになりました。職場では働き方
改革が進行中で、コロナ禍でリモートワー
クも1つの選択肢として浸透しています。
そんな変化の時代に思春期を過ごし、社
会に出たZ世代の価値観、特に仕事観や
キャリア観を知るために、インタビューや
調査を通じて彼らの声に耳を傾けました。 
　それらの声をもとに、有効なZ世代の
採用や成長支援の方法を検討していきま
す。かつては真っ白な新入社員をその組
織の色に染め上げて、その組織で活躍で
きる人材に育てるのが日本企業の得意技
でした。それはもはや機能しないことも、
その理由も、本編に記しています。 
　Z世代が薫陶を受けた時代は、まさに

「現代」です。Z世代の仕事観やキャリ
ア観に組織の仕組みが合わないのであれ
ば、現代を生き抜くために組織側がアッ
プデートすべきことも多いと思います。 �
� 本誌編集／入倉由理子

［特集］

世代Z
私たちの
キャリア観

自 分 ら し さ と
不 安 の は ざ ま で  

Photo=伊藤 圭（4P、5P右上）、今村拓馬（5P右下）　Illustration=ヤマダユウ



まずはZ世代の生きた時代と、そこで育まれた
彼ら・彼女らの実像を理解することから始めたい。
世代を代表する起業家たちの言葉や、
世界と日本のZ世代の調査から、
大切にしていることや不安、
社会や組織に対する疑問が浮かび上がってくる。 
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 「私たち」は 
こんな時代に
生まれて
生きている 
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抱いた。同じような経験を経て、活動を始めた友

人は多いという。

　多くの日本企業が求めるのは、変わり続ける事

業環境のなかで、課題意識を持ち新しいものを生

み出す「かえなキャット」たちだ。しかしこの層に

属するNYNJの元メンバーのなかには、ビジネス

を通じた課題解決を志して就職するものの、数年

で組織に失望し、「スキルを身につけたら辞める」

と割り切ってしまう人もいる。

 「日々の業務は社会課題とまったく関係ないように

見えるうえ、社内のジェンダー不均衡などの矛盾

にもモヤモヤし、働く目的を見失ってしまうのです」

優秀な若者使いこなせていない 
「すぐ辞める」原因を知って

 「私たちの世代は、不満を抱いても反抗しない傾

向が強い」と能條さんは言う。現状を変えたいと上

司にやんわり訴えても、一度退けられたら何も言

わず会社を去ってしまう。上司は辞めた原因を理解

できず、ただ「Ｚ世代はすぐ辞める」と思うだけだ。

 「優秀な人は多いのに、企業が使えていなさすぎ

ると感じます。若手を平等に扱うことばかり重視

せず、優れた提案をした人には活躍の場を与え、

SNSの活用など若手が得意な領域は、意思決定も

含め全面的に任せるといったことも必要ではない

でしょうか」

　パワハラを過剰に恐れ、必要なスキルを教えず

放置することも、若手の意欲を削ぐ。スキルを伝

　能條さんは留学中、政治活動に参加するデンマー

クの同世代を見て、「自分が動いても社会は変わ

らない。既存のシステムのなかで賢く振る舞おう」

というそれまでの考えが「めっちゃダサかった」と

気づく。「日本も『誰かがいい感じでやってくれる

だろう』ではなく、行動する人を増やしたい」と、

NYNJを立ち上げた。

　以来、選挙のたびに若者世代に投票を呼びかけ、

2022年には、女性の政治家を増やし、政治分野の

ジェンダーギャップ解消を目指すもう1つの活動

「FIFTYS PROJECT」も始めた。若者の意見を代

弁する若い政治家を増やすため、原告となり被選

挙権の引き下げを求める集団訴訟も提起している。

　同年、日本総合研究所と共同で、30歳未満の人々

の社会・政治に関する問題意識を調査。動物にた

とえると、政治・社会への関心が低く現状に満足し

た「らっカンガルー」が全体の40％強と最も多く、

社会変革を目指す「かえなキャット」は、15%に

留まった。

 「日本の大学時代の友人たちは、圧倒的に『らっ

カンガルー』。正社員として社内でも大事にされ、

黙っていても給料は上がる。『ふかふか』で居心地

がいい環境にいます」

 「かえなキャット」タイプには「自分が恵まれた階

層にいることに気づいている人が多い」と分析す

る。能條さん自身は地元の公立中で、さまざまな

家庭環境の友人たちと接し、「社会的に弱い立場の

人ばかりが損をするのはおかしい」という思いを

Text=有馬知子　Photo=伊藤 圭

デンマーク留学をきっかけに政治活動への関心を強め、
2019年に若者の政治参加を促す団体

「NO YOUTH NO JAPAN（以下、NYNJ）」を設立した能條桃子さん。
社会を変えたいと行動を起こす若い世代にはどんな特徴があるのか。
自己責任論が強まる社会で生き急ぐ若者世代の気持ちを代弁する。

無言で会社を去る若者
隠れた失望に気づいて 能條桃子
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に対しても『努力が足りない』と自己責任論を内

面化しがちで、社会変革に思いが至らないのです」

　日本では学費と生活費を稼ぐためにアルバイト

に追われる大学生も増えている。社会人にも「30代

に達するまでに、つぶしの利くスキルを身につけな

ければ」「産めるうちに出産しなければ」と、駆り立

てられるように人生を「生き急ぐ」人が少なくない。

「コロナ禍では、日本にも例外的にデンマーク的な

余白が生まれ、NYNJの活動もこの時期に始まっ

たからこそ、急速に発展できました。日本ももっと

『考えること』に時間を使えるような『余白』があっ

たほうが、社会として健全でいられると思います」

　能條さん自身は大学院を修了した後も就職せず、

社会運動を続けると決めた。しかつめらしいイメー

ジの強い活動を「楽しそう」なものに変え、より多

くの若者を巻き込みたいと考えている。「社会を変

えられると信じ、本気でそれに取り組む大人は魅

力的だし、私もそんな先輩たちの後に続き、自分

の能力を発揮していきたいと思います」

える際にただ「こうしろ」と命じるのではなく、「な

ぜこの仕事に必要なのか」から説明することが必

要なのに、説明の足りない組織を生きてきたミド

ルシニアは、ついこのプロセスを飛ばしがちだ。

「理由も説明されず異動や転勤を命じられ、『会社

に、大事にされた』経験が少ない中高年世代に、

部下を『大事にする』方法はわからないかもしれ

ません。しかし、それでは成長意欲の高い若手は

辞めてしまう。考えを言語化し伝えることが不可

欠だと思います」

活動を評価するデンマーク 
「考える」余白が必要

　日本社会には「行動する若者」を必ずしも評価

しないシステムや風潮があると、能條さんは感じ

てもいる。2015年ごろ安全保障法制への抗議運動

を率いた若者の政治団体SEALDsも「参加すると

就職に響く」などと言われた。

　一方、デンマークでは政府が助成制度などを設

けて、若者の活動をバックアップする。企業も学

生たちが政治・社会活動を通じて培った人脈やロビ

イングのスキルを高く評価していた。友人たちが

「企業は私たちを欲しがる」と話すのを聞き、彼我

の差を感じたという。

　現地では、大学入学前に1年ギャップイヤーを過

ごしたり、何年も留年して社会運動に参加したり

と「学生がのびのびしていた」。大学の学費は無償

で、すべての大学生に数万円の手当が支給される。

社会に出てからも、働く時間が短いため政治活動

やコミュニティ活動など、仕事以外の「ライフ」を

持つことが一般的だ。

 「経済的、時間的な余裕があるからこそ、社会課題

を考える心のゆとりも持てます。日本ではリソース

に恵まれない若者は、生活するだけで精一杯。弱者

能條桃子さん

慶應義塾大学経済学部在学中の2019年、デン
マーク留学をきっかけに「NYNJ」を設立。SNSのフォ
ロワー数は開始2週間で1万5000人に達し、現在
は10万人に上る。2022年には女性立候補者を支
援 する「FIFTYS PROJECT」も 立 ち 上 げ た。
2023年、慶應義塾大学大学院（経済学）修了。

NO YOUTH NO JAPAN 代表理事
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Text=有馬知子

Photo=今村拓馬（8P下、9P下）、HAYAMI提供（9P上）

斗さん）という。

　草ストローならプラスチックストローの廃棄を減

らせて、ベトナムの有機農業を支援することにもつ

ながる。ミンさんにサンプルを送ってもらって飲食

店に配ると、反応も良かった。「とにかくやってみ

よう」（迅太さん）と、起業に踏み切った。

三者三様の得意分野を生かし
事業を進めるプロセスを楽しむ

　迅太さんも「環境問題には興味があったし、海

外でSDGｓや社会課題解決の活動の盛り上がりも

肌で感じていた」という。大学時代のインターン先

で海外のスタートアップを調査し、20～30代の若

者が次々に環境系ビジネスを立ち上げていることを

知り、「日本も若い世代が、もっと環境問題に取り

組むべきだ」という思いもあった。

 「インターン先の先輩が起業する姿を見て、自分も

いつかと思っていたし、若いほうがリスクも取れる

と考えました」

　初期投資がさほど必要ないビジネスだったことも

幸いした。会社設立に必要な費用は、迅太さんの

わずかな貯金で賄えた。

 「慎重だが仕事が丁寧」と迅太さんが評する夏斗さ

んがCEOとなり、試行錯誤しながら会社登記や通

関手続きなどを一つひとつクリアしていった。一方、

　草ストローは、ベトナム産の「レピロニア」とい

う茎が空洞になった植物を洗浄、殺菌して作られて

いる。無農薬栽培で化学的な薬剤は一切使われて

おらず、使用後は完全に自然に還せる。

　創業メンバーは兄弟と、ベトナム人のミン・ホア

ングさんの3人。中央大学の大学生だった兄の迅

太さんがバックパッカーとして世界を旅していたと

き、飛行機でミンさんと隣り合わせ、意気投合した

のが事業の発端になった。ミンさんから草ストロー

のことを聞いた迅太さんが、夏斗さんに伝えた。

　夏斗さんは高校時代、プラスチックストローが

刺さったウミガメの動画に衝撃を受け、海洋プラス

チック問題に関心を持つようになった。兄の影響で

海外を旅行するようになり、若者が社会活動や政治

参加に取り組む様子も目にした。東京農業大学に

進学したが、「サークルに入って楽しもうというよ

り、社会や自身の成長のためにも何かを成し遂げた

い気持ちがありました」と話す。

　その後まもなくコロナ禍で大学の講義がオンライ

ンに切り替わり、実家でステイホームするなかで兄

弟の会話が増えた。起業のプランが持ち上がったの

も、「コロナ禍で空き時間が増えたことが大きい」（夏

大久保迅太さん、夏斗さんの兄弟が2020年に設立した
「HAYAMI」は、植物由来の「草ストロー」を販売している。
弟は大学院を目指し、兄は米ベンチャーキャピタル（VC）と、
それぞれ二足の草鞋を履きながら社会課題解決に挑む。

既に約２５０店で導入されている。

学業とスタートアップ両立
草ストローで環境問題に挑む

大久保迅太、夏斗

大久保夏
なつ

斗
と

さん

2000年生まれ。東京農
業大学在学中の20歳の
とき、 兄 の 迅 太さんと
HAYAMIを創 業。 大 学
時代にはフィリピンの国際
ボランティア、メキシコ留
学なども経験。現在は大
学院入学に向けての準備
と経営を両立している。

HAYAMI 代表CEO
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すること。事業に結び付く可能性も秘めている。この

ため「人生にとっても事業にとっても、研究との両立

を続けたほうが持続可能性は高まると考えました」

　一方、迅太さんは卒業後、大手専門商社に入っ

たが1年で退職し、アメリカのVCに転じた。

 「商社では、やりたい仕事に就くまで年単位の時間

がかかるうえ、社会課題を解決したいと考える社員

もあまりいなかった。20代の大事な時期を何年も

無駄にせず、リスクを取って社会貢献に取り組む人

と働きたいと思いました」

　今は京都でVCの仕事をしている。基本的にフル

タイムで働く傍らで、残りの時間をHAYAMIに割

いているという。

 「VCの仕事を通じて商材などの知識や人脈も広が

り、HAYAMIとのシナジー効果も出始めています」

　研究や本業との両立にもかかわらず、働き方には

メリハリをつけることを意識している。2人の父親

は朝早くから夜中まで働く企業人だった。不自由の

ない生活を送らせてくれたことに感謝しつつも、父

とは違う働き方、人生を歩みたいと強く思っている。

 「働くために人生があるわけじゃないので、海外旅

行などやりたいことにも時間を使っています。脳が

緩んだオフの時間に、アイデアが生まれることも多

いです」（迅太さん）

 「睡眠と食事、運動の時間は確保するようにしてい

ます」（夏斗さん）

　草ストローの事業については、2人とも「社会的

なインパクトはあっても、何倍何十倍という成長は

しづらい」と冷静にみている。

 「草ストロー以外にも小さなソーシャルグッドを出

し続け、そのなかから成長の種が見つかったときが、

この会社にフルコミットする瞬間かもしれません」

と、迅太さんは語った。

ネットワークづくりが得意な迅太さんは、業務執行

社員として新規事業開拓などを担当し、事業を応

援してくれる人が少しずつ増えていることにやりが

いを感じているという。

　2人とも「3人で新しいことに挑戦できるのが楽

しい」と口をそろえた。「学生でありながら社会貢

献もできるという充実感もありますが、3人で足り

ない部分を互いに補い合って事業を進めるという、

プロセスそのものも楽しんでいます」（夏斗さん）

研究もVCでの仕事も継続
人生と事業の持続可能性を高める

　草ストローの単価は6～7円と、紙ストローの2倍

を超えるが、設立から3年ほどでオーガニックレスト

ランや企業の社員食堂など、約250店が導入した。

使用後のストローは回収し、動物園のペンギンの巣

材やヤギのえさにするエコシステムも整いつつある。

　夏斗さんは事業の傍ら、2023年には1年休学

しメキシコへ留学もし、現地からオンラインで、

HAYAMIの会議や取材、営業などをこなした。大

学卒業後は就職せずに大学院に進む。研究テーマ

は、肥料の効果を持続させるために施すプラスチッ

クコーティングを有機物に代替し、環境負荷を軽減

大久保迅
は や

太
た

さん

1998年生まれ。中央大学法学部
在学中からバックパックで世界を旅
する。アメリカ留学も経験。卒業後
に就職した専門商社を1年で退職し、
外資系ベンチャーキャピタルに転職。
現在、HAYAMIと兼業している。

HAYAMI共同創業者
業務執行社員
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　加茂さんが起業したのは、大学入学後に研究分

野を選ぶ参考にしようと研究室の教授や先輩の話

を聞いたことがきっかけだ。先輩たちは饒舌に研究

の魅力を語る一方で、就職に話が及ぶと「博士号

を取っても就職できるかわからない」「研究が忙し

いので、就活する時間を取れない」など、口々に不

安や不満を漏らした。

　理系学生の就職は当時、大学に来る企業の推薦

枠のなかから選ぶか、研究室のOB・OG経由で決

まるケースが多く、選択肢は限られていた。加茂さ

んはこの仕組みに疑問を抱き、「研究者の選択肢を

増やしたい」と、LabBase就職の仕組みを考案した。

学生が研究内容などを登録すると、関心を持った

企業がメッセージを送り、インターンシップやイベ

ント、面談等を経て双方が合意すれば採用に至る。

　最初は全国の大学を回り、学生の登録を募るとこ

ろから始め、今や登録者数は累計10万人に達する。

企業数も大手やベンチャーなど約700社に上り、「理

系大学院生の2人に1人に利用してもらえるサービ

ス」に成長した。理系学生の就活を「学生の側が、

能力を最大限発揮できる企業と効率よく出会える」

システムへと変貌させたのだ。

配属ガチャをなくしたい 
研究者と学生が直接交渉

　加茂さんは「Z世代」の理系学生の特徴として、

「自分の研究領域を生かせる企業への就職を、非常

加茂倫明さんは東京大学の学生時代に、
理系学生の就職の選択肢の少なさに危機感を持ち、
学生と企業のマッチングサービス「LabBase就職」を立ち上げた。
目指すゴールの大きさに対しては貪欲だが、
弱みも率直に仲間に打ち明ける新しいリーダーを目指している。

研究環境を変え、
社会と科学の発展を
加速させる 加茂倫明

加茂倫
み ち

明
あ き

さん

1994年、京都府生まれ。大学教授の父を持ち数学者を目指して
いたが、東京大学理科二類入学後、研究領域の課題を目の当た
りにする。2016年にLabBase（旧POL）創業、翌年、理系学
生と企業のマッチングサービス「LabBase就職」を開始。

LabBase 代表取締役CEO
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描いていたが、会社を興した2016年ごろはまだ、

学生の起業は一般的でなく、周りの学生も「大学院

に進み、大手メーカーやコンサルティング会社、金

融系に就職する」選択が主流だった。加茂さんも

起業当初は、就職も視野に入れて大手企業のイン

ターンなどに参加したという。

　しかし、事業を進めるうちに「LabBaseこそ、取

り組むべき『天命』だ」という確信が強まった。登

録学生が増えて資金調達にも成功し、成長できると

いう手ごたえを得た。2024年春には、事業に専念

するため大学も中退した。

 「興味のある授業には中退直前まで出席していまし

たが、卒業は必ずしも『大学で学ぶこと』の本質で

はない。本当にやりたいことに時間を割くべきだと

考えました」

　さらに第一子が生まれた2024年2月、1カ月間の

育休も取得した。

 「僕は経営者であると同時に1人の人間で、出産直

後の大変な時期を夫婦で乗り越えるのも貴重な経

験です。育児から学ぶことも多いですし、自分がい

なくても回る体制を作ることは、組織としてもプラ

スになりました」

　従来のスタートアップ経営者にしばしば見られ

る、家庭を顧みず100％仕事に邁進するタイプとは

明らかに違う。

 「上昇志向や物理的な欲求は、突破力の源泉かもし

れないとは思いますが、自分にはあまりないですね。

高級車じゃテンション上がらないし、欲しいものも

特に思いつきません」

　経営スタイルもトップダウン型ではなく、「わから

ないときには素直に仲間に頼るほうが社員も安心す

るし、自分も背伸びせずにいられます」という一方

で、事業に対しては「傲慢で貪欲」だと自己評価する。

そこには目指す大きな世界があるからだ。

 「就職マッチングは入り口にすぎず、世界中の研究

者が最大限に力を発揮できるよう、研究環境を変え

ることがゴール。科学と社会の発展のスピードを加

速し、歴史に残る会社を作れると本気で考えている

という意味で、自分はギラギラしていると思います」

に重視する」ことを挙げる。このため企業主導で配

属が決まる、いわゆる「配属ガチャ」に大きな不安

を抱くという。

 「『ガチャ』の可能性のある技術系総合職と、最初

からジョブの決まった専門職と、両方のオファーが

来たら、大半の学生は後者を選びます」

　一部では職種別採用なども始まっているが、多

くの企業はいまだに社員が職種を選べない「就社」

の色合いが強い。人事担当者との採用面接では、

各部署の具体的な研究領域までは把握できないこ

とも多い。このためLabBase就職は2023年から、

研究開発現場のマネジャーらと学生を直接マッチン

グする試みも始めた。

　学生には雇用と収入の安定、ワークライフバラン

スなどのニーズもある。早く内定を得たいと焦りを

抱く人、大手で実績を積み将来の選択肢を広げる

戦略的思考で行動する人もいる。

 「学生を一括りにすると、個別のニーズを捉え損な

う。僕たちは一人ひとりの不安や焦りを解消しつつ、

何をしたいかが見えてきたら、背中を押す必要もあ

ります」

　日本企業は、新卒学生も含め社員をマスで捉え

ることに慣れてしまっている。「就社という価値観

のなかでは、個別に管理しなくても社員は会社に留

まってくれました。しかし雇用が本格的に流動化す

る今、ニーズに合わない組織から社員は去ってしま

う。Z世代で特にその傾向が顕著ですが、実際はす

べての年代で、個別の対応が必要だと思います」

 「ミスマッチをゼロにしたい」というのが、加茂

さんの願いだ。しかしニーズに合った会社に入っ

ても、働くうちにキャリア観が変わることもある。

LabBaseは転職に当たっても、能力を発揮できる

新たな場へと移れる仕組みを提供することで、「す

べての理系の人が、後悔しない就職先を選べるよう

にする」ことを目指している。

高級車では「アガらない」 
等身大のリーダーシップ

　加茂さんは高校時代から起業という選択を思い

Z
世
代
の

ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
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Z世代が
生きてきた時代とは
1990年以降は日本にとって「失われた30年」であり、災害やグローバルリスクに翻弄された時代でもある。
1995年ごろから約10年間に生まれたZ世代は、この時代に思春期を過ごし、大人へと成長した。
その間に社会はどう変化したのか。
14ページからは、マーケティング、労働市場、教育、採用の専門家が、
こうした時代を背景に育まれたZ世代の価値観を分析・解説する。
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『ゆるい職場』（古屋星斗・著、中公新書ラクレ）、『採用学』（服部泰宏・著、新潮選書）、文部科学省Webサイトより編集部作成
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草食系・ゆとり・Z世代の比較

志向とは異なり、Z世代は失敗しても生きていける

ようにプランB、プランCと選択肢をあらかじめ複

数用意する傾向があります。「第一志望に内定した

瞬間に転職サイトを閲覧する」人が一定数存在す

るのは、こうした価値観によるものでしょう。 

　これにはコロナの影響もあります。大学時代や就

職間もない時期に誰にも会えない日々を過ごし、自

分は果たしてどれだけ認められているのかに不安を

覚えていました。すぐに転職しないにしても、次に

この業種に行くならばどんなスキルが必要か、今の

仕事でうまくいかない場合にはどんな可能性がある

のか、たとえ転んでも起き上がれる態勢を築こうと

しているたくましい人も少なくありません。 

　上の世代との大きな差は、比較的長期的な視点

で考えていること。ミレニアル世代は若い頃、現

在価値における「節約」を考えましたが、Z世代は

今だけでなく将来も値崩れしない、または先々に

付加価値が望めるなど、中長期的な「コスパ」を

意識します。失敗のリスクがある仕事を任せても、

長期的に「今やればスキルが身につく」「今、失敗

しておいたほうが傷が浅くいい経験ができる」と伝

えることで、挑戦に踏み出す世代でもあるのです。 

　世代論を否定する人は少なくありませんが、そ

の人が生きた時代背景、特に脳科学では14〜16

歳頃を過ごした環境がその後の価値観や行動に大

きく影響を与えるといわれています。また時代を知

るうえでは、Politics（政治）、Economy（経済）、

Society（社会）、Technology（技術）の頭文字

をとった「PEST」が手がかりとなります。 

　Z世代は大括りにいえば現在の20代。彼らの

思春期は、政治は世界全体でナショナリズムが高

まり、経済は常に不透明・不安定であり、社会は

「#MeToo」運動などによるジェンダーへの強い意

識、環境問題への配慮が求められた時代です。 

　SNSネイティブ、動画ネイティブともいわれ、デ

ジタルネイティブと呼ばれたその上の世代よりも、

世界中の情報を瞬時にフォローできるようになりま

した。マーケティングの権威、フィリップ・コトラー

が『コトラーのマーケティング5.0』（朝日新聞出版）

で指摘した通り、デジタルに何歳で初めて触れた

かが世代の価値観形成に強く影響を与えるのも事

実でしょう。先進国のZ世代に「SDGsへの意識が

高く、社会貢献欲求が高い」傾向が共通するのも、

世界の紛争や環境破壊、格差や差別の情報が、常

にデジタルを通じて身近にあったからです。 

　また、将来の社会環境が予測しづらいことが前

提である彼らは、「不安」を抱えやすいのも特徴で

す。ただ、ミレニアル世代で強かったリスク回避

20年以上、若者世代の声を聞き、その特性を分析してきた牛窪恵氏は、
Z世代が持つ特徴的な価値観をどう考えるのか。

不透明・不安定がデフォルト 
「不安」から常にプランB、プランCを用意 

マ ー ケ テ ィ ン グ の 視 点 か ら 

立教大学大学院（MBA）客員教授。経営管理学
修士。大手出版社を経て、2001年マーケティング
会社インフィニティを設立。著書を通じて広めた「お
ひとりさま」「草食系男子」などが流行語に。『若者
たちのニューノーマル』（日経プレミアシリーズ）、『恋
愛結婚の終焉』（光文社新書）など著書多数。

世代・トレンド評論家 

牛窪 恵氏

Text=入倉由理子　Photo＝牛窪氏提供 

草食系世代 ゆとり世代 Z世代
＊アメリカのミレニアル世代

生 誕 1982〜1987年 1988〜1994年 1995〜2004年
メディア

との関わり
ガラケー・絵文字、
ネットコミュニティ

スマホ・画像、
デジタルネイティブ

動画・VR、
SNSネイティブ

居住傾向 地元志向 地方・田舎への憧れ デュアル（2拠点）
消費特性 節約志向 コスパ志向 タイパ＆意味志向

自己投資意欲 弱 中 強

価値観 失敗したくない 無駄なことは
したくない

失敗に備えて
リスクヘッジ（二刀流）

社会観 エコ・周囲に
迷惑をかけない

社会貢献・社会に
役立つことをする

サステナビリティ・社会を
永続的なものにする

出典：『「今どきの若者」のリアル』　（PHP新書、山田昌弘・編著、第1章
Z世代はなぜ「イミ（意味）消費」に向かうのか？」牛窪恵）より作成
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成長環境かどうか」を基準に、1〜3年で早々に見

切りをつけて退職します。一方で「ゆるさ」を歓

迎する層もいて、「ライフワーク・ライスワーク・バ

ランス」（自己実現のための仕事と食べるための仕

事のバランス）を重視する人や、プライベートを楽

しむ人など、同じ会社の同じ世代に、まったく異

なる価値観の人々が混在しているのです。 

　また、先の調査で、社会人になる前に企業と共

同で行うイベントの運営や長期のインターンシッ

プ、起業や法人の設立など、「社会的経験」を積む

若手は、上の世代と比べて確実に増えていること

がわかりました。入社時点で既に、経験やそれに

基づく価値観の多様化が進んでおり、「新入社員」

として一律に扱うのではなく、個に向き合うことが

必須になっています。 

　ところが労働時間の減少、コロナ禍でのリモー

トワークにより、コミュニケーションの量が減っ

ています。「若者は飲み会を嫌がる」といったステ

レオタイプの“若者論”もいまだに鵜呑みにされて

います。

　多様化する若手の価値観を知る術がなく、上司

は若手にただ忖度する。そして企業は離職を止め、

成長を促す打ち手を講じることができない。職場

の環境変化に応じた新しい育成手法が多くの企業

で確立できていないというのが現在地です。 

　リクルートワークス研究所が2022年に大卒1〜

3年目社員に行った調査では、「現在の職場をゆる

いと感じるか」を聞いた設問で、「あてはまる」「ど

ちらかといえばあてはまる」と答えた人が約3分の

1に上りました。私はこの現象を、「ゆるい環境を

好む」という若者の意識の変化ではなく、「職場が

ゆるい」という職場側の変化によるものだと考えて

います。 

　職場環境の変化を促したのは、私が「職場運営

法改革」と呼ぶ労働法制の改革です。 

　1つ目が2015年の若者雇用促進法。若者を採用

する企業に対し、残業時間や有給休暇取得日数、

早期退職率などの情報開示を求めた法律です。こ

の法律は経営や人事に職場環境を改善するインセ

ンティブを与えたという意味で、非常にインパク

トが大きかった。売り手市場が続き、採用力を強

化したい企業の増加も改善を後押ししました。2つ

目、3つ目が、よく知られる2019年の働き方改革法、

2020年のパワハラ防止法です。 

　これらによって日本の職場は若手だけでなくす

べての人にとって劇的に働きやすく変わりました。

しかし、同時に若手の離職率が上がり、リテンショ

ンや人材育成が難しくなっているのです。 

　残業させることも難しく、上司は「パワハラ」に

なることを恐れて叱れない。そうした「ゆるい職場」

で、若手は叱られたこともなく、成長できるかどう

かに不安を感じています。従来は労働時間の増加

と離職率の増加は正の関係にありましたが、近年

は労働時間が少なくなっても離職率が下がらない

という不可思議な現象が大企業を中心に生じてい

ます。成長欲求の高い人材は、「自分にとっていい

新卒社員の3年未満離職率は3割程度と高止まりを続けている。
リクルートワークス研究所の古屋星斗は、「成長意欲の高い人材こそが
早く見切りをつける」と警鐘を鳴らす。その背景にあるものは何か。 

「職場運営法改革」による「ゆるい職場」が 
加速させる「成長できない」という不安 

労 働 法 制 と 職 場 の 視 点 か ら 

一橋大学大学院社会学研究科修了後、経済産
業省入省。産業人材政策や政府成長戦略立案
に携わり、2017年より現職。法政大学キャリア
デザイン学部兼任教員。近著に『なぜ「若手を
育てる」のは今、こんなに難しいのか』（日本経済
新聞出版）がある。 

リクルートワークス研究所
主任研究員

古屋星斗 

Text=入倉由理子　Photo＝リクルートワークス研究所提供 
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し、導ける教師ばかりではありません。多くは試験

による点数評価に慣れ親しみ、そう簡単には変われ

ない。詰め込み教育の残滓の煽りを受けて、社会

が求める能力やスキルとのギャップを抱えたまま、

大学、社会に出ていく生徒もいるのが現実です。

　私たちリクルート進学総研が行っている「高校生

価値意識調査」を見ると、高校生の意識は教育も

含めた社会の動きに敏感に反応しています。2014

年調査では、親やSNSを通じた身近な他者の意見

や情報を頼りに「他者軸」で意思決定する姿、ソー

シャルネイティブらしさが浮き彫りになりました。

　それが、2018年には「自分軸」に変わっていき

ます。高校生たちもVUCAの時代を実感し、自分

のやりたいことに目を向けます。この自分軸は引き

継ぎながらも、2022年調査ではコロナ禍の影響を

受け、デジタルスキルは強みであると同時に、依

存しすぎという意味での弱みでもあるという認識

が浮かび上がってきました。

　高校生たちが自分のやりたいことを発見するそ

の情報源は、身近で接する学校や塾の先生、親な

どの大人とネットに限られることがほとんどです。

スマホのSNSに表示される情報は、個人に最適化

されたものであり、偏りがちという現実があります。

どれだけ広い視点を与えてくれる大人と接するこ

とができたか。社会とのリアルな接点がどれだけ

持てたか。これらによって、大きな個人差が生ま

れている世代だと考えられます。

　日本の教育制度は教育指導要領の改訂という形

で、約10年で変わります。よく知られているのは、

2002年から2011年に義務教育を受けた「ゆとり

世代」で、1990年代までの過度な詰め込み型教育

や偏差値偏重の受験戦争の反省により設計された

ものでした。ところが「ゆとり」という言葉が間違っ

たメッセージとして伝わり、学力低下を招いたと

いう反省から、2012年以降「脱ゆとり」に舵を切

ります。ここから「生きる力」の育成を目指し、思

考力や探究力を育むためにさまざまな授業改善が

行われていきました。自ら問いを立て、その解を自

ら見つけていく探究型授業は2019年にテスト導入

され、その後、すべての学校に拡大していきます。

　Z世代は2000年代から2010年代、ゆとり教育と

脱ゆとり教育の変化の時代に教育を受けているた

め、年齢によって受ける教育方針が異なっています。

しかし、私は方針の違いだけでなく、現場の教師の

違いによる影響があると考えます。制度は変化を先

取りして設計するために、現場が変化についていけ

ないことが往々にしてあります。探究型授業を先行

してテスト導入した高校では、教師の導きによって

生徒たちが非常に生き生きと学んでいました。しか

Z世代はどのような学校教育を受けてきたのか。
教育制度が与えてきた影響を、リクルート進学総研所長・小林浩に聞く。

ゆとりと探究型の狭間世代
教師による導きで学びの質が変わる

教 育 制 度 の 視 点 か ら

リクルート入社後、大学・専門学校の学生募集広
報などを担当。経済同友会に出向し、教育政策
提言の策定に関わる。2007年より現職。2012
年より文部科学省中央教育審議会委員を歴任。

リクルート進学総研所長

小林 浩

高校生の
価値意識の
変化

大きな夢を追うよりライフ設計を
重視。将来不安が深刻化する
なか、資格や安定を求める

自分軸から他人軸へ
2012年

身近な他者の意見や情報を受容し
ながら意思決定。ソーシャルネイティ
ブ世代のバランス型価値意識

シェアハウス型
コミュニティ世代

2014年

予測困難なこれからの時代、
独自性と自分軸を重視した、
モチベーションを大切にする

“自分のやりたい”
を大切に

2018年

ネットやデジタルスキ
ルを強みと感じつつ
も、依存しすぎには
不安もある

コロナ世代
2022年

出典：「高校生価値意識調査」（リクルート進学総研）をもとに小林氏作成

Text=入倉由理子　Photo＝リクルート進学総研提供
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経団連の「採用選考に関する指針」が出されたのは2016年。
その後、コロナ禍が襲う。さまざまな変化は、Z世代の学生たちの就活やキャリア感に

どのような影響を与えたのか。神戸大学大学院教授・服部泰宏氏に聞く。

意味を考え、納得感を大切にするZ世代
採用プロセスのストーリーに合理性を

就 職 活 動 の 視 点 か ら

えて「意味を考え、納得感を大切にすること」は共

通しています。大事なことは、採用手法一つひとつ

を意味付けし、その会社が必要な人材を求める「ス

トーリー」に合理性を持たせることです。

　キャリア観の変化も感じます。私が初めてゼミを

持った2009年ごろと比較すると、現在のゼミ生た

ちは数年後の自らのキャリアの解像度を上げたい

と考える傾向が強い。企業選びのポイントは、ど

んな経験をしてどんなスキルが身につくのか。離

職率と退職した人のその後を問う質問が象徴的で

す。「仕事がきつくて人が多く辞めるかどうか」を

聞きたいのではなく、その会社に入った人が社内

外でどう活躍しているのかを知りたいのです。多く

の会社はそれを隠したがるのですが、学生はその

企業で活躍している人、転職した人、起業した人

などのリアルな実像に、自らの未来像を重ね合わ

せようとしています。

　ただし、俯瞰的、客観的な「大人」に見えても、

現場での仕事経験がないだけに、学生たちは経験

や未来像をしっかり言語化できているわけではあ

りません。一方、企業側では採用手法やターゲッ

トの多様化が進んでも、採用基準には相変わらず

「主体性」「コミュ力」といった言葉が並びます。

まずは企業から求める人材や入社後に獲得できる

経験やスキルを言語化し、マッチングの精度を上

げていくことが求められるでしょう。

　2016年、経団連の「採用選考に関する指針」に

より採用活動開始が遅くなり、企業は短期間で求

める人材を採用すべく、採用の入口や手法の多様

化を進めました。なかでも学生生活に大きな影響

を与えたのが、事実上の採用活動としてのインター

ンシップが一般化したことです。

　1990年代半ば以降、エントリーシートの登場と

エントリーのWeb化により、現在でいう「ガクチ

カ（学生時代に力を入れたこと）」を問う動きが生

まれ、学生は就活前に「語れること」を作ろうと

するようになりました。2016年以降は大学3年生

の初めからインターンの募集が始まるために、学

生は「ガクチカ」づくりにもっと前から取り組まざ

るを得ず、学業に集中するよりもさまざまな学外活

動で経験を積もうとしました。

　もう1つZ世代の就活に大きな影響を与えたの

は、コロナでしょう。コロナ禍に多くの企業の説

明会や面接がオンライン化され、対面前提のスタ

ンダードが覆され、企業による違いが生じました。

それによって学生たちは、「大学の授業も就活もオ

ンライン化が進んでいるのに、なぜこの会社は対

面を求めるのか」「なぜ面接回数は企業によって違

うのか」と立ち止まって考え始めました。

　現代の若者がオンラインを好むという単純な話

ではありません。私のゼミ生はあるメガベンチャー

の東京本社で開催される会社説明会に疑問を感じ

ながら参加したところ、オフィスの様子や先輩社員

の話にリアリティを感じ、とても満足できたと話し

てくれました。意味を理解すれば納得するのです。

「Z世代」も多様であることは前提ですが、学生時

代のさまざまな経験やコロナ禍を経て、個人差を超

服部泰宏氏

横浜国立大学大学院准教授、神戸大学大学院
准教授などを経て、2023年4月より現職。 『採
用学』（新潮選書）を著すなど、採用学のパイオ
ニアとして知られる。

神戸大学大学院
経営学研究科 教授

Text=入倉由理子　Photo＝服部氏提供
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 「世界のZ世代とミレニアル世代の特徴として象

徴される言葉は『不安』です。インフレが進行す

るなか、両世代には金銭的な不安がベースにあり、

キャリア形成についても不安がある。ただ、日本

の状況をつぶさに見ていくと、世界と比べて興味

深い差が表れてきます」

 「デロイトZ・ミレニアル世代年次調査2023」を

分析するデロイト トーマツ コンサルティングの

パートナー、小野隆氏は、こう話す。

「生活費の高騰」が最大の関心事に
日本は「身の回りのこと」に関心集中

　同調査は2022年11月から12月にかけて定量調

査が実施され、日本やアメリカ、イギリスなど世

界44カ国のZ世代・ミレニアル世代計2万2856人

から、社会課題に対する意識、企業への期待や自

身の就業観に加え、働き方の柔軟性を高める企業

の施策に対する各世代の受け止め方などについて

聞いた。日本の対象者は計801人だった。

　まずは、関心事の結果から見ていこう（図１）。

「個人の生活関連の関心事」では、「生活費の高騰」

がグローバル、日本ともに最大の関心事となった。

世界的インフレを背景に、日本のZ世代は36％、

ミレニアル世代では43％がこの回答を選び、グロー

バルでも同様の傾向を示した。いずれの層でも、

前回調査からこの数字が伸びている。

世界的なインフレや戦争など先行きが見えない一方で、
テクノロジーは加速度的に進化している――
今20代のZ世代が直面するのは、そんな世界だ。
世界情勢や技術の進歩はZ世代にどんな影響を及ぼしているのか。
デロイト トーマツ グループの世界と日本における
Z世代とミレニアル世代の意識調査から、日本のZ世代の実像を探る。

Z世代理解のキーワードは「不安」
 「耐え忍ぶ」ミレニアル世代と明確な差

Text=川口敦子　Photo=デロイト トーマツ グループ提供

出典：「Z・ミレニアル世代年次調査2023」（デロイト  トーマツ グループ、2023年10月）

グローバル 日　本

Z世代 ミレニアル
世代 Z世代 ミレニアル

世代

生活費の高騰 35% 42% 36% 43%

犯罪・治安 17% 18% 21% 23%

マイノリティへの差別 16% 10% 21% 7%

ヘルスケア・疫病予防 15% 19% 15% 18%

教育 能力開発 15% 11% 17% 14%

同世代のメンタルヘルス 19% 14% 14% 10%

セクハラ 16% 8% 13% 3%

個人の生活関連

所得と富の不平等 15% 17% 18% 19%

政治不安 15% 16% 18% 23%

政府・企業の腐敗 12% 13% 12% 9%

社会の分断 8% 8% 12% 24%

気候変動 21% 23% 13% 17%

失業 22% 20% 15% 6%

経済成長 15% 17% 17% 23%

社会・経済関連

最大の関心事（2023年、複数回答※）

グローバル・世代比較調査

個人の生活関連では、グローバル・日本ともに「生活費の高騰」
が最大の関心事になっているが、日本のZ世代は「犯罪・治安」

「マイノリティへの差別」「教育 能力開発」にも関心を寄せている。
社会・経済関連では、「経済成長」を選んだ日本のZ世代17％・
ミレニアル世代23％、「所得と富の不平等」はZ世代18％・ミレ
ニアル世代19％と、日本では経済関連への関心が高く出ている。

図1

※項目のなかから3つまで選択可
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　同様に、グローバル・日本の両世代で、今後12

カ月の景気見通しについて聞いたところ、「悪化す

る」との回答は、「変わらない」「改善する」など

よりも多く、特に日本のZ世代は「悪化する」が

41％、ミレニアル世代は54％で、先行きへの不安

が強いことも共通点として挙げられる。

　一方で、関心事には差異もある。「マイノリティ

への差別」を回答に選んだZ世代は、日本21％、

グローバル16％で、それぞれのミレニアル世代よ

りも関心が高い。

　また「社会・経済関連の関心事」では、「経済成長」

と「所得と富の不平等」を選んだ日本のZ世代・ミ

レニアル世代が20％前後と、日本では経済関連の

回答に注目が集まった。一方で「気候変動」「失業」

を選んだ日本の両世代は6～17%だったが、グロー

バルではいずれも20％以上となっている。

　調査担当者の渋谷拓磨氏は、「日本のZ世代は、

他国と比べると環境問題やテロリズム、移民問題

などについての関心がやや低い一方で、経済成長

や所得と富の不平等などへの関心が高いという傾

向が見てとれます。日本は他国と比較して治安が

よく気候も苛烈ではないため、『このままで将来は

大丈夫か』とぼんやりした不安はあっても、現時

点では、より『身の回りのこと』に関心が集まって

いるのではないかと考えています」と分析する。

　身近なことに関心が行きがちな日本のZ世代は、

何にストレスを感じるのだろうか。ストレスの原因

を聞くと、日本のZ世代で最も割合が高かったの

は「メンタルヘルス」で35％。グローバルの42％

とも近い数字だ。2番目に多い回答は「長期の家計」

28％で、次いで「人間関係」27％だった（図２）。

　現在の勤務先を選んだ理由に着目すると、グロー

バルのZ世代では「成長・昇進機会」、日本のZ世

代では「働き甲斐」の回答率がそれぞれ相対的に

高かったという。「日本のZ世代は、グローバルと

比べると、金銭的な報酬というより、職場の居心

地のよさや自身が楽しく働くことを重視している傾

向がある、といえます」（渋谷氏）

　また、日本のZ世代は、「ハラスメントに敏感な

世代」ともいえる。直近12カ月で経験したハラス

メント被害について聞くと、「被害あり」と回答し

たZ世代は、日本・グローバルともにミレニアル世

代よりも高かった（次ページ図3）。ハラスメント被

害を受けた際に職場に通報した日本のZ世代の割

合も、グローバルのZ世代・ミレニアル世代の回答

と近い数値の78％で、日本のＺ世代には、ハラス

メント被害を受けたら黙ってはおらず、企業に申

告しようとする姿勢が明確に見られる。

　具体的なハラスメントの内容については、「攻撃

的なメール」に次いで、性別やジェンダーに関す

るハラスメント被害を訴えるZ世代が多かった（次

ページ図4）。

出典：「Z・ミレニアル世代年次調査2023」（デロイト トーマツ グループ、2023年10月）

31%

37%

36%

44%

39%

48%

0 10 20 30 40 50

メンタルヘルス

長期の家計

人間関係

日々の家計

仕事の負担

育児・介護の負担

身体的な健康状態

劣悪なワークライフバランス

職場の人間関係

自分らしくいられない環境
日本のZ世代
グローバルのZ世代

35%
42%

28%

28%

27%

27%

26%

26%

25%
35%

22%

20%

20%

20%

各項目が、どの程度不安やストレス
の原因になっているかと聞くと、グ
ローバルのZ世代では「長期の家
計」（48％）、「日々の家計」（44％）
など家計が主要なストレス要因として
挙げられている。日本のZ世代も、
家計に関するストレス要因は上位に
挙げられているものの、最多は「メン
タルヘルス」（35％）で、「人間関係」

（27％）、「仕事の負担」（26％）が
続くなど、自身の居心地のよさを重視
する傾向が見られた。

ストレスの要因図2



20 Works No.183 Apr-May 2024

整備」（15％）など、業務改善についての回答は相

対的に低く、悲観的な回答が優勢になった（図５）。

　ところが、このような状況にもかかわらず、日本

のミレニアル世代で早期の離職意向を示したのは

13％にすぎず、グローバルのZ世代（45％）とミレ

ニアル世代（27％）、日本のZ世代（40％）と比べる

と、消極的な姿勢が際立つ。つまり、日本のミレ

ニアル世代だけが異質であり、日本のZ世代はグ

ローバルの両世代と近い傾向を持つのだ。

　デロイト トーマツ コンサルティング　パート

ナー、古澤哲也氏は「日本の社会、企業でキャリ

アを重ねるプロセスで現実と直面し、『きれいごと

は言っていられない』と我慢するうちに不満があっ

ても言わなくなる。意に染まないことがあっても転

職という選択を採らず、社内で“不活性化”してい

る、という現実があるのではないでしょうか」と推

察する。「日本のミレニアル世代は、少し上の世代

が経験した経済成長期と、その後の停滞期の狭間

にいて、上の世代を通じて日本がまだ強かった時

期の雰囲気を少しは感じている。こうした背景が

あって、会社に対して積極的にもの申すことに慣

れていないのかもしれません」

　現在、2023年の名目GDPの速報値がドイツを

下回って世界4位に転落するなど、日本の先行きは

明るいとは言いがたい。このような状況下で、日本

のZ世代も年齢を重ねるとともに、ミレニアル世代

と同様、「不活性化」することはありうるのだろうか。

　古澤氏は「残念ながら、Ｚ世代が不活性化する

可能性は高いと思います。会社で生き延びるには、

既存のシステムのなかに入っていかなければなり

ミレニアル世代に目立つ悲観的な回答
Ｚ世代の今後は、企業の環境整備次第

　日本のZ世代の未来を考えるうえで、見逃せない

のが日本のミレニアル世代の姿だ。調査から、日本

のミレニアル世代が「耐え忍んでいる」様子が明

らかになった。まず、ハラスメントに対する職場へ

の通報率は40％台と、Ｚ世代の半分程度だ。また、

従業員のワークライフバランス向上のために、企業

がどんな施策をとるべきかを聞いたところ、「業務が

硬直的なので施策は不可能」との回答が46％と最

多となる一方で、「週休3日制」（20％）、「労働時間

の短縮」（17％）、「パートタイマーのキャリア機会の
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出典：「Z・ミレニアル世代年次調査2023」
（デロイト トーマツ グループ、2023年10月）ハラスメント被害

日本のZ世代における「被害あり」は
55％で、グローバルのZ世代（67%）
より低い。ミレニアル世代についても
日本は４３％と、グローバル（53%）に比
べ「被害あり」と答えた割合が低い。
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攻撃的なメール 18%
職場におけるセクハラ 13%
性別に関する発言 11%
職場での疎外 8%
身体的接触 8%

敬意のない接し方 5%
人種による差別 5%
アイデアの剽窃 4%

交際関係への発言 3%

性別による差別 6%

日本のZ世代の
ハラスメント被害の内容

最多は「攻撃的なメール」（18％）だったが、
「職場におけるセクハラ」（13％）、「性別に
関する発言」（11％）、「身体的接触」（8％）、

「性別による差別」（6％）など。これを日本の
ミレニアル世代と比較すると、性別やジェン
ダーに関するハラスメント被害が多かった。

図3

図4
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ませんが、問題は、そのシステムがＺ世代のやる

気を失わせるようなものに留まっていることです。

戦って既存の仕組みを変えられるパワーがある人

は海外に流出していまい、変えられるパワーはな

い人のみが国内に残り、今のミレニアル世代と同

じ道をたどることを危惧しています」と分析する。　

　その一方で、小野氏は、「私は期待を込めて、Z

世代には不活性化してほしくない、上の世代に巻

き込まれてほしくない、と思っています。Ｚ世代が、

今のミレニアル世代の年齢になる前には、企業の

リスキリングやジョブ型雇用、人材流動化などが

進み、世の中の仕組みが変わっていく可能性があ

りますし、変わっていってほしいと願っています」

と言い、両氏の見解は分かれる。

　この先、優秀で活発なＺ世代が離職せずに活躍

できるかどうかを巡っては、Ｚ世代が働き続けた

いと思うような環境を企業側が整備できるかどう

かが、大きな鍵を握りそうだ。

デロイト トーマツ グループ
シニアアソシエイト

渋谷拓磨氏

デロイト トーマツ
コンサルティング

パートナー

古澤哲也氏

26%
20%
20%

11%

ジョブ
シェアリング

29%
24%

23%
9%

パートタイムの
促進

36%
30%

28%
15%

パートタイマーの
キャリア機会の整備

24%
30%

17%
17%

労働時間の短縮

33%
31%

29%
20%

週休3日制

0 10 20 30 40 50

18%
22%

35%
46%

業務が硬直的なので
施策は不可能

グローバル・Z世代
グローバル・ミレニアル世代
日本・Z世代
日本・ミレニアル世代

日本のミレニアル世代の最多回答は
「業務が硬直的なので施策は不可能」
（46％）で、グローバルのZ世代・ミレ
ニアル世代の2倍以上となり、世界と
比べると特異な傾向が際立つ。日本
のZ世代は、「週休3日制」（29％）、

「パートタイマーのキャリア機会の整備」
（28％）などで日本のミレニアル世代よ
りも回答の割合が高く、グローバルの
傾向に近い。

デロイト トーマツ
コンサルティング

パートナー

小野 隆氏

出典：「Z・ミレニアル世代年次調査2023」（デロイト  トーマツ グループ、2023年10月）

ワークライフバランス向上のために
期待される施策

図5
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　アメリカのZ世代はポスト9.11の世
代で、人格形成に重要となる学生時代
や就職の時期に、新型コロナウイルス
感染拡大に伴うロックダウンを経験し
ました。貧困層の有色人種のエッセン
シャルワーカーが亡くなったり、経済
優先で国民が置き去りにされたりする
ニュースをスマホで見るなど、インター
ネット上であらわになった差別や格差
を知っている世代です。初の黒人大統
領が誕生し、同性婚が合法化されるな
ど、人種やジェンダー、セクシュアリティ
においても多様性が前提にある社会を
知っている世代ともいえます。 
　1946〜1964年生まれのブーマー
世代が体感した「アメリカはすごい」
というアメリカンドリームもまったく実
感できない。ブーマー世代は真面目に
働けば家を建てられ、老後は安泰だと
いう感覚がありましたが、学生ローン
や不安定な雇用形態に苦しむZ世代に

そのような感覚は皆無です。こうした
ことを背景に、多くのZ世代は「仕事
を真面目に頑張れば人生がうまくいく」
という従来の価値観に大きな違和感が
あります。 
　もちろん、こうした感覚を持つのは
Z世代に限りません。インターネットの
普及で情報が「橋渡し」され、世代間
の情報量のギャップが少なくなり、年
齢によって「世代」を区切ることがナ
ンセンスになってきました。こうした「Z
世代的価値観」は世代を超えて共有さ
れています。 

劣悪な労働環境に 
声を上げる若者  
生活費高騰、 
テックバブルは終焉 

　私が住むカリフォルニア州では、道
を1つ挟むと住んでいる人々の経済状
況はまったく異なり、生まれながらにし
て格差があると強く感じます。 
　2022年11月には、UCLA（カリフォ
ルニア大学ロサンゼルス校）やUCSD

（カリフォルニア大学サンディエゴ校）
など、カリフォルニア州内の10大学に
所属する4万8000人の大学院生やポ
スドクが、低賃金と劣悪な労働環境を
変えるべくストライキを行いました。ア
カデミアの労働者では、アメリカ史上
最大規模のストだったといわれていま
すが、鉄道労働者やスターバックスの
従業員などからも同様の動きが出てい
ます。米全土において、今、すぐにも「変
化」が必要で、そのための行動を取ら
なければならないという緊迫感を、若
者たちは強く抱いています。 
　日本の人からは、しばしば「なぜア
メリカの若者は声を上げるのか」と聞
かれるのですが、UCB（カリフォルニ
ア大学バークレー校）の学生の10人に
1人がホームレスだったり、事件に遭っ
ても警察がまったく助けてくれないどこ
ろか市民に差別的な危害を加えたりす

Z世代が抱える
 「絶望」とは
可視化された
差別や格差とどう戦うか
アメリカのZ世代は、資本主義が加速するなかで、
インターネットによって可視化されるようになった差別や格差を
子どもの頃から身近に感じている。
Z世代が抱える「絶望」の根源とは何か。
1997年生まれ、アメリカ在住のライター・研究者の
竹田ダニエル氏に聞いた。 

Column

竹田ダニエル
Takeda Daniel

Text=川口敦子　Photo=AFP＝時事 



23Works No.183 Apr-May 2024

る、と想像してみてください。アメリカ
では、声を上げなければならない必然
性があるのです。 
　実際、私の友人たちの就職は、高学
歴であってもとても厳しいです。昨今
のインフレによって家賃や生活費は高
騰していますが、よい大学を出れば仕
事があるという状況ではない。たとえ
就職しても、経営者の判断でいつ解雇
されてもおかしくない。2019年ごろ
までは、シリコンバレーでテック関係
のスタートアップ文化が盛んでしたが、
今やテックバブルは崩壊し、ブームは
去りました。ロサンゼルス・タイムズ
紙などの有名メディアでも有色人種の
ジャーナリストが解雇されるなど、マイ
ノリティが「居心地が悪い」と感じる
出来事も続き、絶望的なムードが蔓延
しています。

自分たちなりの 
「幸せ」追求 
日本社会に感じる閉塞感 

　資本主義が加速するなかで、このよ
うな「絶望」を抱える多くのZ世代は、「会
社に忠誠を尽くす」という従来のライフ
スタイルを受け入れることができない。
会社に入っても労働者を監視するカル
チャーがあったり、「お互いが敵」と感
じられるために同僚を信頼できなかった
りする、というのはよく聞く話です。 
　興味深いのは、Z世代には「生活の
ために仕方なく仕事をしているが、あく
までお金のためなので頑張らない」と
いうニヒリズムがある一方で、「短い人
生をどう楽しめばいいのか」、そして「社
会によりよい変化を及ぼすにはどうし
たらいいのか」という問いが混在して
いることです。自分たちなりの「幸せ
の基準」を追求しようとしている、とも
いえます。 
　翻って日本の状況はどうでしょうか。
日本では、集団に帰属することの喜び
や重要性が子どもの頃から教育段階で

すり込まれています。その陰でマイノ
リティや女性が社会的弱者であること
が、アメリカに比べると見えづらくなっ
ているように思えます。日本の女性の
友人からは、企業でパワハラを受けて
からジェンダー問題に自覚的になった
という話も聞きますが、こうした差別は

「そちら側」に立っていない特権的な立
場にいるマジョリティの日本人にとっ
ては、「あまり関係がないこと」と認識
されているのではないでしょうか。もう
1つ、日本で閉塞感を感じるのは、社
会的に許容される価値観に多様性がな
く、成功への道筋に1つのはしごしかか
かっていないように見えることです。 
　私自身は、日本とアメリカ両方に住
んだ経験があり、どちらにも良いところ
と悪いところがあることは身をもって体
感します。だからこそ、客観的な視点
で両者の文化や社会を分析し、「完璧な
社会は存在しない」ということを理解
しながらも、よりよい社会を目指して活
動を続けたいと思っています。 

竹田ダニエル ライター・研究者。
1997年生まれ、カリフォルニア州出
身、在住。「カルチャー×アイデンティ
ティ×社会」をテーマに執筆し、リアル
な発言と視点が注目されるZ世代ライ
ター・研究者。著書に『世界と私の
A to Z』『＃Z世代的価値観』（とも
に講談社）。 

アメリカではイスラエルのガザに対する攻撃に、若者を中
心に抗議の声が高まっている。2024年の米大統領選に
も、こうした若者たちの考えが大きな影響を与えそうだ。
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　Works編集部は、若年労働研究に取り組むリク

ルートワークス研究所・主任研究員の古屋星斗の監

修のもと、大学生約500名、大卒の29歳までの就業

者約1800名のZ世代にインターネット調査を行った。

高校時代までの生活環境や経済状況、大学時代の

経済状況、入社前の社会的経験、親から受けてき

た期待、コロナの影響など過去の環境も回答して

もらった。就業者には現在の就労状況（労働時間、

所得、働き方など）、思い描くキャリアゴールや現

在の会社の離職意向など、未来についても聞いた。

　年齢層によって回答傾向が異なるのではないか

という仮定のもと調査を行ったが、ほとんどの項

目で有意な差はなかった。ここでは、就業者を中

心に満足度、仕事観、キャリア観に影響するもの、

理想と現実のギャップを掘り下げる。

Z世代の満足度を左右するもの

　調査では、就業者に今の会社、所属している部署、

仕事、生活、収入への満足度などを聞いている（図

1）。多少の差異はあるが、概ね「あてはまる」「ど

ちらかというとあてはまる」の合計は40〜50％だ。　　　　　　　　　

 「これを因子分析すると、今の会社、所属している

部署、今の仕事に満足しているという『仕事満足』

因子（青＊）と、生活や収入、キャリア形成の可能

性に満足する『ライフキャリア満足』因子（黄＊）

の2つの因子に整理されました」と、古屋は説明す

る。今回は主に、どんな要素が仕事満足因子と相

関があるのか、分析を試みる。

　仕事満足因子スコアを被説明変数とする重回帰

分析を行うと（図2）有意に相関があったのは、「所

得」「労働時間」のほか、「入社前の社会的経験」

Section

2
Z世代の仕事観、キャリア観にフォーカスする。職場やキャリアへの「本音」とはどのようなものか。
その価値観は誰・何の影響を受けて生まれたものか。独自調査と座談会によって考える。 

Z世代の
 「私たちのキャリア観」のリアル 

Z世代の仕事満足度、
キャリア観
ここまで社会環境や教育、労働法や採用活動の影響を受けて、
一定の共通点を持ちながらも「自分軸」を
大切にする多様性に富んだZ世代の姿を見てきた。
その多様な個人にあって、職場や仕事への満足感、
仕事観やキャリア観に影響を与えているものは何かを
独自調査によって掘り下げる。

182 9人 独自調査

あてはまる＋

どちらかというと
あてはまる

今の会社に満足している 50.1%
今、所属している部署に満足している 53.6%
今の仕事に満足している 49.5%
今の生活に満足している 51.3%
今の収入に満足している 40.0%
今の会社・部署・仕事で働くことは、
将来のキャリア形成につながりそうだ 46.4%

今の会社・部署・仕事で働くことで、
豊かな生活ができそうだ 42.8%

満
足
し
て
い
る
人
は

5
割
前
後

現在の仕事やキャリアへの満足度［図1］

［調査概要］Z世代に関する調査
調査手法：インターネット調査
調査期間：2024年2月1日〜 6日
有効回答数：2,370人
回答者内訳：大学生・大学院生541人
　　　　　　29歳までの大卒・大学院修了の就業者1,829人

※24〜27ページの図表は、当調査に基づ
き、古屋および編集部作成（図1、図9、図
10は就業者全体の1,829人を対象に分析。
図2 〜 8に関しては大卒・大学院修了後1
〜 3年目の就業者905人に限定して分析）

仕事満足と相関するもの［図2］

係数 有意水準
入社前の社会的経験（個数） 0.09 ＊＊
コロナ禍による悪影響（個数） - -
所得（百万円） 0.08 ＊
週平均労働時間 -0.01 ＊＊
就職後の越境経験（個数） 0.07 ＊
不安（個数） -0.12 ＊＊＊
女性ダミー - -
学生時代の経済難ダミー - -

所
得
・
労
働
時
間
・

入
社
前
の

社
会
的
経
験
の

相
関
高

＊＊＊：０.1% ＊＊：1％ ＊：5％水準
注：調査をもとに仕事満足因子スコアを
被説明変数として重回帰分析

＊青と黄の色分けの意味は図1のみに適用。
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が浮かび上がった。

　図3は、「入社前の社会的経験」について参加し

た・実施したことがあるものを複数回答で選んでも

らったものだ。「入社前の社会的経験とは、高校や

大学在学中に経験した学校外の社会人や企業とつ

ながる活動です。私の先行研究で、新卒入社1〜3

年目の仕事の状態に与える影響が大きいものだと

わかっています」（古屋）

　入社前の社会的経験の選択数（0個、1個、2・3個、

4個以上）と仕事満足因子の関係を見ると、選択数

が多いほど仕事満足度が高まっている（スコアが高

くなる）ことがわかった（図4）。「企業の若手を育て

る力が低下するなかで、入社前に“準備運動”がで

きていることの持つ意味が高まっている可能性が

あります」（古屋）

　一方、逆の相関があったのは、「不安」だ。経済

的不安や心身の健康、自身のキャリアや会社の将

来性への不安を聞いた設問で、不安の選択数が多

いほど満足度が下がった。

　興味深いのは、「コロナによる悪影響」と相関

がなかったことだ。「大学の授業や仕事のほとんど

がリモートになった」「就職活動の先輩訪問やイン

ターンシップ、面接のほとんどがリモートになった」

「大学のサークル活動が大きく制約を受けた・サー

クルに入れなかった」など、大学時代の悪影響を

聞いたところ、選択0（あてはまるものがない）の

人の仕事満足スコアが最も低く、むしろ選択が増

えると仕事満足スコアが高い傾向が出た（図5）。「こ

の結果は、想定とは異なりました。コロナ禍で勉

強や就職活動の制約が増え、もやもやを感じて満

足度が下がると考えていました。しかし『大学で

できることが減って残念だ』と感じたことが出発

点になり、リアルな活動が増えて以降その鬱憤を

晴らすように目の前の仕事に取り組んでいる若手

もいるのかもしれません」（古屋）

　また、「学生時代の経済的困難」と仕事満足スコ

アとの相関も検証した。調査前は「経済的な余裕が、

就活や社会的経験に注ぐ時間の多さに比例した結

果仕事満足につながる」と想定した。しかし、「大

学時代に奨学金をもらっていた」「生活や学費を助

けるためにアルバイトをしていた」「自ら学費や生

活費を賄うためにアルバイトをしていた」という回

答と、仕事満足スコアの相関は見られなかった。

　ちなみに、学生時代の経済的困難と現在の所得

との相関もない。「学生時代の経済的困難は、主に

親の経済格差によるもので、現代日本では就活が

親世代から受け継がれる経済的格差をある程度リ

セットする仕組みとして機能している可能性もあ

Text＝入倉由理子

中学・高校時代に、複数の社会人から仕事の話を聞く経験
複数の企業・職場の見学

複数の企業や社会人が参加するイベントの主催・運営
期間が1カ月以上にわたる長期のインターンシップ

起業や法人設立の経験
ビジネスプランコンテストやハッカソンへの参加
知人ではない大人数の前でのプレゼン・スピーチ

営業のアルバイトなど、企業に商品・サービスを売る経験
ゼミ・研究室で行った学外の社会人と連携して行う活動

地域や社会と連携して行う講義・授業
社会人と一緒のチームで成果を出すプロジェクト・活動

あてはまるものがない

28.0%

42.5%

17.6%

10.2%

2.9%

6.2%

17.0%

7.4%

19.4%

10.1%

6.0%

0 10 20 30 40 50
29.5%

入社前の社会的経験［図3］
約7割が就職前に社会や企業と

関わる経験を持つ

入社前の社会的経験の
数と仕事満足の相関

［図4］ コロナによる悪影響と
仕事満足の相関

［図5］

社会的経験の数 仕事満足
なし -0.15
1 個 0.00

2・3 個 0.13
4 個以上 0.32

コロナの悪影響の
選択数 仕事満足

なかった -0.16
１つ 0.05
２つ 0.12
３つ 0.06

４つ以上 0.08社会的経験の
選択数が多いほど
仕事満足スコアが

高まる
学生時代にコロナの
悪影響を感じた人は、
現在の仕事満足が

やや高い
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ります。ただ、これはすべての人に適用されるわけ

でもない。調査対象は大卒であり就職が売り手市場

で学生が有利であるため、非大卒者、買い手市場で

は状況が異なると考えられます」（古屋）

仕事観・キャリア観に強く影響する親

　一方で、仕事満足度は親の期待の影響を受けて

いる。親からの期待に対して、「あてはまる」「あ

てはまらない」と回答した人の仕事満足スコアの

差が大きい設問がある（図6）。

　また、親からの期待は、仕事観やキャリア観、関

心事にも影響を与えている可能性がある（図7）。た

とえば、「何かの分野で突出して社会で活躍してほ

しい」という期待を受けたと回答した人は、「入っ

た会社で専門分野を作りたい」と回答する傾向が強

く、「出世しなくても安定した人生を」というメッセー

ジを受け取っていると、定年まで働き続けたいとい

う気持ちや管理職への忌避感を生みやすい。「世の

中の役に立つ人になってほしい」という期待は強力

で、仕事満足スコアの向上、社会課題への関心や

それに対する行動を促すことと相関がある。

 「これを若者育成の現場に読みかえると、上司も若

手人材にもっと期待すべきだと思います。期待の

メッセージは確実に響く。『どうせ伝わらない』と

諦めないでほしいのです」（古屋）

Z世代、理想と現実のギャップ

　最後にZ世代の理想と現実のギャップを見るこ

とで、Z世代が望む経験や働き方を明らかにし、離

職を防ぐ手立てを検討する材料にしたい。

　□リモートワークの実施頻度×理想頻度

　リモートワークの実施頻度と理想頻度では、実

施頻度が高い人のほうが、理想とのギャップが小

さいことがわかった（図8）。しかし、「これにはキャ

ズムがあり、2～3週間に1回程度以下から理想と

の一致率が大きく減少する」（古屋）という。2～3

週間に１回以下というのは、何か事情があるとき

に許される「権利的リモートワーク」にすぎないか

らだろう。逆に１週間に１回以上であれば、理想と

一致する人が増える。「リモートワークは、毎日で

親からの期待

仕事満足スコア
あてはまらない
と回答した人

あてはまると
回答した人

いい大学に行っていい会社に
就職し、出世してほしい -0.05 0.12

安定した就職先に入り、出世しなくても
安定した人生を送ってほしい -0.02 0.03

世の中の役に立つ人になってほしい -0.07 0.23
何かの分野で突出して
社会で活躍してほしい -0.03 0.24

地元に残ってほしい 0.00 0.02
そんなに頑張らなくてもいい -0.01 0.04
早く結婚して家庭を持ってほしい 0.00 -0.02
あてはまるものがない 0.02 -0.11

親からの期待による仕事満足スコア［図6］

「出世」「世の中の役に立つ」
「何かの分野で突出」

などの期待を受けた人の
仕事満足度が高い傾向に

親からの期待 仕事観・キャリア観・関心事
何かの分野で突出して
社会で活躍してほしい 入った会社で専門分野を作りたい

そんなに頑張らなくてもいい 給料は低くとも落ち着いて働きたい

安定した就職先に入り、出世しなくても
安定した人生を送ってほしい

管理職になりたいと思わない
定年・引退まで働き続けたい

世の中の役に立つ人になってほしい
社会課題に関心がある
関心のある社会課題に対して
行動を起こしている

親からの期待と相関のある項目［図7］

親の「こうなってほしい」という期待と
本人の考えは一致する傾向にある

リモートワークの実施頻度と理想との一致率［図8］

実施頻度 理想との一致率
ほぼ毎日 75.7%
1週間に 2～3 回程度 73.2%
1週間に 1回程度 43.1%
2～3 週間に 1回程度 25.8%
1カ月に 1回程度 23.1%
2～3 カ月に 1回程度 14.6%
年に 1回～数回程度 22.5%
まったく行っていない 43.1%

1
週
間
に
1
回

程
度
以
上
の

実
施
頻
度
は
、

理
想
と
の
一
致
率
が

高
く
な
る
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ある必要はないが頻度が下がると理想とのギャッ

プが広がっていくことも事実。一方で、二極化傾

向もあります。25％はそもそもリモートワークを希

望していないのです」（古屋）
　□経験したこと×やりたいこと

　まず、入社前の社会的経験の経験率と希望率を

比較すると、「やりたかったがやれなかった」とい

うのが長期のインターンシップ、社会人と一緒に

成果を出す活動などだ。「企業と協働する経験を希

望する多さに比べると、それができた若手は少な

い。企業が学生とともに活動する場を提供するこ

とへの期待の大きさが見えてきます」（古屋）

　次に就職後に経験したことの経験率（横軸）と、

これからやりたいこと（希望率、縦軸）のギャップ

を見てみよう（図9）。左上にプロットされた項目が、

理想と現実のギャップを示している。副業・兼業、

海外留学、社外の勉強会への参加、ボランティア

活動などは、「やりたいけれどできていない」ことだ。

「多くの若手が、自分が所属している職場からの越

境経験を望んでいます」（古屋）

　就職後の経験と、早期離職意向の有無（あり：「す

ぐに退職したい」「2〜3年以内に退職したい」の

合計、なし」：︎「少なくとも5年以上は働きたいと考

えている」︎）との相関を見ると、早期離職意向のな

い人は、「所属する企業・組織外の人との勉強会の

主催」「大学、専門学校への通学（学び直し）」「ボ

ランティア活動（文化振興・災害復興など）」「収入

を伴う副業・兼業」などの越境経験をしている（図

10）。「組織へのエンゲージメントは越境している

人のほうが高まります。会社のことを好きな人は

外を見て比べて自社のよさを認識した人であり、

囲い込みは無意味です」（古屋）

　ここまでの結果を踏まえると、Z世代の満足度や

エンゲージメントを高めるために会社ができること

は多いのがわかる。「越境経験をさせること。これ

がとても重要です。同時に親からの期待や、リモー

トワーク頻度に象徴される多様化も示されていま

す。多様化の時代には、一律の決めつけではなくコ

ミュニケーションによる理解、それに応じた期待の

メッセージを出すことが求められるでしょう」（古屋）

就職後の経験 早期離職意向
なし あり

株式会社やNPO、法人等の設立・運営 35.4% 19.2%
所属する企業・組織における新規企画立案への参加 35.3% 26.8%
所属する企業・組織内での勉強会の主催 35.2% 28.8%
所属する企業・組織内での勉強会への参加 35.4% 32.6%
所属する企業・組織外の人との勉強会の主催 36.0% 13.6%
所属する企業・組織外の人との勉強会への参加 35.2% 30.3%
大学、専門学校への通学（学び直し） 35.5% 16.4%
海外留学 35.3% 23.8%
ボランティア活動（文化振興・災害復興など） 35.9% 21.6%
趣味・スポーツなどのコミュニティへの参加 35.0% 33.7%
町内会・自治会等の地域活動 35.7% 20.9%
新しいコミュニティの立ち上げ 35.3% 19.3%
転職 34.4% 37.1%
収入を伴う副業・兼業 35.7% 25.0%
所属する企業・組織内における副業（社内副業） 35.1% 20.0%
個人ブログ等インターネット上での意見発信 35.3% 27.0%
友人・知人を集めた懇親会・飲み会の主催 35.8% 31.7%
あてはまるものはない 30.9% 41.4%

就職後に経験したこととこれからやりたいこと［図9］

就職後の経験率による早期離職意向の有無［図10］
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収入を伴う副業・兼業収入を伴う副業・兼業

趣味・スポーツなどの趣味・スポーツなどの
コミュニティへの参加コミュニティへの参加

友人・知人を集めた友人・知人を集めた
懇親会・飲み会の主催懇親会・飲み会の主催

所属する企業・組織内所属する企業・組織内
での勉強会への参加での勉強会への参加

所属する企業・組織外の所属する企業・組織外の
人との勉強会への参加人との勉強会への参加

ボランティア活動ボランティア活動
（文化振興・災害復興など）（文化振興・災害復興など）

所属する企業・組織における所属する企業・組織における
新規企画立案への参加新規企画立案への参加

個人ブログ等個人ブログ等
インターネット上でのインターネット上での

意見発信意見発信

町内会・自治会等の町内会・自治会等の
地域活動地域活動

所属する企業・
組織外の人との
勉強会の主催

所属する企業・
組織内における副業

（社内副業）

株式会社やNPO、
法人等の設立・運営

新しい新しい
コミュニティのコミュニティの

立ち上げ立ち上げ

所属する企業・組織内
での勉強会の主催

大学、専門学校への大学、専門学校への
通学（学び直し）通学（学び直し）

海外留学海外留学

転職転職

社外に目を向け、越境経験のある人のほうが
組織へのエンゲージメントが高い

「やっていないけれどこれから
やりたい」左上の象限に注目
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当たり前の世代で、視聴するものは国

内外のサブスク含めて無限のチャンネ

ルがあるし、学校で友達ができなかっ

たらオンラインゲーム上で作ればいい。

だから、会社の配属や上司の「選べな

さ」への抵抗感が強いですね。 

　新卒でコンサルの人気が高いのは、

将来のオプションを手っ取り早く手に

入れられるから。コンサル出身の人が、

いろんな事業会社に転職する事例を

ネットでも目にするから、「コンサルに

行ったら分岐が増えるんだ」と見える。 

 

金井芽衣氏（以下、金井）：ひと口にZ世

代といっても二極化している気がしま

す。副業マッチングサービスに登録し

てちゃんとオファーが来る優秀な人が

いる一方で、そもそも副業するための

ベースの能力やスキルが獲得できてい

ない、自信がないという人もやっぱり

多いなと思います。 

「選べない」への抵抗 感 

二 極 化はなぜ？  

人材会社は 
Z世代をこう見る 
キャリア観が多様化する時代に、
若手とどう向き合うかについて悩む上司世代は少なくない。
多くの20代と対話を重ねてきた、
人材サービス業界の最前線の３人に、
本誌編集長、浜田敬子が聞いた。 

浜田敬子（以下、浜田）：Z世代は新卒で

就職した直後から転職を考え始めると

いう話を聞きます。この転職意欲をど

う見ますか。 

岩崎由夏氏（以下、岩崎）：社会人1年目

で「よい案件があれば話を聞きたい」

という人は多いですね。就活時期から、

副業ができる会社かどうかもチェック

しています。今の時代、ホワイトな企

業も多くて、定時に終わるし、コロナが

収束してもあまり飲みにも行かないの

で、皆さん余裕があるんですね。  

寺口浩大氏（以下、寺口）：僕は20代の皆

さんと友人として話すことが多いんで

すが、「大企業ベーシックインカム作戦」

（大企業の給料やワークライフバランス

をベースに得ながら副業する）という

話を聞きます。楽したいわけではなく、

人生トータルで見て、使えるものは使っ

ておく、という感覚です。 

岩崎：副業を希望する背景は金銭的目

的もありますが、それよりも危機感で

す。職場がぬるいから、このままじゃ

ダメなんじゃないかという焦り。じゃ

あ今すぐ転職するかというと、それは

それでハードルがあるので。 

浜田：上の世代を見て焦るという話は

聞きます。 

寺口：20代と話して見えてくる不安

は「選べなくなること」。選ぶことが

ワンキャリア
Evangelist 

寺口浩大氏

2010年京都大学卒業。三
井住友銀行、デロイトを経て
現 職。「ONE CAREER 
PLUS」ではたらく人の「新
しい地図」プロジェクト推進。 

Text=滝川麻衣子　Photo=今村拓馬 
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怒れないミレニアル世代 

浜田：その差は何から？ 

金井：自分で考えて意思決定をした経

験があるかどうかだと思います。親か

ら勉強しろ、とにかくいい学校いい会

社に行ってと言われ続けて、その通り

にして親が敷いたレールだけ走ってき

た人も一定数はいます。部活の経験の

有無も大きい気がします。上下関係か

ら生じる理不尽なしごきなどは論外で

すが、一度自分の思い通りにならない

ことを経験しているかどうか。  

寺口：たしかに最近人事の方と話して

も、「やはり体育会系出身者がいい」と

いう声はありますね。部活動や体育会

は、シビアにレギュラーを外されると

か、選べないことを経験する稀有なコ

ミュニティです。そういうレジリエン

スは企業で求められているのかも。 

岩崎：「ひりついた経験」を求める人は、

そういう環境に自分から行く。そもそ

も何をしたいかわからない人たちは、

セーフティネット的に選択肢が多そう

なところに行く気がします。 

 

浜田：皆さんはZ世代より少し上の世

代ですが、違いを感じますか？ 

金井：私たちは耐える世代ですね。20

代の頃は朝7時に会社に行って、夜遅

い時間まで働いていました。理不尽な

ことがあっても、受け流したりかわし

たりしながら、いかにいい情報を得ら

れるかと考えていました。 

岩崎：自分たちは理不尽にも耐えたけ

れど、下の世代には怒れないとよく聞

きますね。 

浜田：ミレニアルはどうして厳しく接

することができないのですか？ 

岩崎：「ハラスメントのリスクがある」

というのが建前なんですけれど、やっ

ぱり「嫌われたくない」があるのではと。  

寺口：同世代の30代で大企業にいる

友人たちのなかには管理職になること

に、「今はマジで何のメリットもない」

と言っている人もいます。叱られたり

ハードに働いたりすることは自分たち

の糧になっていることもある。でも同

じことを部下にやるのは「時代がそれ

を許さない」。あえてハードなコミュニ

ケーションをするメリットが1つもな

い。だったらもう「いいんだよ、いい

んだよ」と偽りの優しさを提供するし

かないと。 

岩崎：うちの会社は「平成のマネジメ

ントをする」と宣言しています。必要

ならばしっかり叱ります。ただ、その

ほうが職場への定着率はいいんです。

かつては私も「いいね、えらいね。よ

く頑張ったね」と褒めてばかりの時期

がありました。ただそれが常態化する

と、たまに本気で叱ると「もうこんな

ところでやっていられません！」とな

る。最初から厳しく接してきた人たち

は、叱っても食らいついてくるし成長

意欲もあり、その後も継続して成果を

出す確率が高い。 

金井：本当に求めているのは、成長す

ることなんですよね。そのためにしっ

かり叱ってもらいたい。重要なのはそ

こに愛があるか。「本気で思ってくれ

ているんだ」とわかると、応えられる。

感情的に怒ってはダメですね。 

浜田：そこには敏感なんですね。 

金井：「本気であなたのことを考えて

いるよ」と管理職がしっかり伝えられ

ていたら、辞めないです。 ただ、組織

の階層を増やすとそれが難しくなる傾

向はあります。 

岩崎：むしろZ世代というより、上の

世代の課題なのだと思います。私はマ

ネジャーたちに「きちんと叱ってくれ」

と言っています。まともな叱り方を目

にしたら、チャットツールなどでDM

して褒めます。実は叱るほうも叱るほ

うでしんどいですし、一時的に若手の

モチベーションも下げるなど短期の視

点では合理的でないように見えるで

しょう。しかし、ちゃんと人が育つ組

織でなければ「偉大な会社」になれな

い。そこはトップが推進するしかあり

ません。 

ポジウィル
代表取締役CEO 

金井芽衣氏

2013年法政大学卒業。リ
クルートエージェントを経て創
業し現職。キャリア特化の
パーソナル・トレーニング

「POSIWILL CAREER」
運営。 
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浜田：Z世代のキャリア観に、コロナ

の影響は感じますか。 

岩崎：人と関係を作れる人が減ったな

という感覚があります。別の部署の人

と飲みに行って仲良くなるような非公

式のつながりが少ない。「友達の作り

方がわからない」と言うんです。それ

も無理ないですよね。大学に入った途

端にコロナ禍に見舞われ、授業はすべ

てリモート、サークルにも入れなくて。

だから営業でも商品説明はできるんで

すが、お客さんと人として仲良くなる

ことは苦手な人が多い印象ですね。 

寺口：◯◯スキルという名前のついて

いないものを、やらなくていいと思っ

てしまう傾向がありますね。「会食で

1つネタを準備する力」って、わざわ

ざ名前つけるほどのものでもない。で

も、それが実は仕事上で重要というこ

とは、「試合」に出ないとわからない。 

岩崎：名前のないスキルって、今まで

はある種、先輩たちとのやり取りで身

につけたものですね。あえて名付ける

と、「人としての引力」だと思います。

いざというときに助けてもらえる力み

たいなもの。それが軽視されている。 

寺口：身につける必要性にどこかで気

づかなければいけないんですが、叱られ

ない時代だと気づける瞬間がない。た

だ、ちょっと変わってきていますけどね。

岩崎：コロナも明けて、危機感が表出

してきていますね。転職候補者で最近

多いのは「出社できる会社に転職した

い」です。今はフルリモートだけど、チー

ムで仕事をしたいとか、ちゃんと叱ら

れたいからオフィスに行きたいという

人が増えています。オンラインでモニ

ターの向こう側にいる人が叱っても刺

さらない。いい意味での感情の揺らぎ

や波がないと、普通に人生として面白

くないんだと思うんです。 

　うちの会社ではマネジャークラスに

コーポレートカードを渡して、1カ月分

の予算を使い切るまで、部下と飲んだ

りご飯を食べたりしてとお願いしていま

す。そうやって普段から人間関係を作っ

ておくことも大事だと思っているので。 

 

浜田：組織としてできることはなんで

しょう。 

寺口：たとえば、採用の時点で「カッコ

つけすぎない」こと。あるメガバンクと

仕事をしたときに、離職者の声を採用

の記事や動画で使っていたのには驚き

ました。たとえ志望者の母集団が減っ

たとしても、リアルな部分を見せずに、

入社後の期待値調整に悩むよりずっと

いい。大企業が採用戦略として正直に

データを出し始めていると感じます。

金井：特性に合わない仕事に就いてう

まくいかず、「自分なんて価値がない」

と思い込んでメンタル不調に陥る人は

結構います。採用する企業は適材適所

をしっかり見たほうがいいですね。 

岩崎：当社では面接のときに必ず、自

身にとっては普通なのに他人にとって

は違うエクストリームポイントを聞き

ます。黙々と作業するのが苦じゃない

とか、お祭り好きだとかありますよね。

それに合わせて配置を決めています。 

浜田：せっかく採用の段階で学生時代

に力を入れたことをアピールしても、

それをまったく生かせない部署に配属

される「ガチャ」も離職原因の1つに

なっていますよね。会社だけでなく、

上司や先輩の役割って、この人は何を

やらせたら最も成長ストレッチするか、

見極めることなのかもしれませんね。 

コロナはどう影響したか 

YOUTRUST
代表取締役CEO 

岩崎由夏氏

2012年 大 阪 大 学 卒 業。
ディー・エヌ・エー、子会社
ペロリに経営企画としての出
向を経て、2017年に創業し
現職。 

企業にできること

［ 座 談 会 ］ 人材会社は Z世代 をこう見る
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── 今の仕事や働き方を選んでいる
理由を教えてください。

Aさん：僕は新卒で第一志望

の日系大手メーカーに入ったの

ですが、1年で退職しました。そこから

SNSで発信しながら靴磨き修行を始め

たんです。そのほかにもトラック運転手

やイベントスタッフ、通訳と数えきれな

いくらいの仕事をしました。結局、自分

の単価として何がいちばん高く売れる

かなと考えて、得意分野を生かして教

育系ビジネスで起業しました。

── 退職の理由は？
Aさん：端的に言うとカル

チャーが合わなかったです。も

ともと帰国子女で、学生時代には米企

業でインターンも経験しました。そこで

は、サラリーが発生している以上は当

然のように意見を求められましたが、日

本は真逆でした。入社直後から会議で

バンバン発言していたのですが、「 1年

目は黙っとけ」と。これは伸びるわけな

いな、と思って辞めました。

Bさん：私がベンチャーを選ん

だのは、就活で受けに来ている

学生が楽しそうだったからですね。大

手企業のインターンに参加している学

生たちは将来像が明確じゃなかったり、

福利厚生の点で企業を選んでいるとい

う感じだったりで。大事にしていること

が違うな、と思いました。

Cさん：私は新卒で入社した大

手コンサルティング会社を3年半

で退社しました。前職を選んだ理由は結

局、ネームバリューだったなと思います。

　入社前は有名企業で働いている人た

ちは雲の上の存在……と思っていたの

ですが、入ってみたら意外と「なんだ、

こんなもんなんだ」という感じで。「自

分の30代もこれがずっと続くんだな」

と先が見えた気持ちになって。人生を

本気で考えたときに、自分の足で立つ

ことが本当の幸せを作る一歩だと思っ

て、独立を選びました。

Dさん：私は子どもの頃から親

しんできたプロダクト（商品）を

作る日本企業に新卒で入社して2年目

で、社内では新卒としては珍しく経営

企画の部署にいます。もともとメディア

志望だったのですが、新聞社などを受

けるなかで、自分の居住地を自分で決

められないことに違和感があって。

Aさん：僕も転勤は、退職理由

の1つです。上司が家を買った

直後に転勤させられているのも目にし

てきたので。

Dさん：それで転勤のない企

業を探しました。最後までメ

ディア業界と迷ったのですが、「新卒切

仕事とキャリアの
本音を聞いてみた
今、20代の当事者は働き方や組織にどんな考えを持ち、
どんな選択をしているのか。
大学卒業後さまざまなキャリアを歩む5人が、率直に語る。

［Z世代 座 談 会］

今の場所にいる理由 Aさん（29歳）
起業して会社経営。海外イ
ンターンなどを経て大学卒
業後、2018年に日系大手
メーカーに入社。2019年
に退社し大人向けの教育ビ
ジネスで独立、2021年に
法人化。

若
手
が
退
職
す
る
の
は

「
居
心
地
が
悪
い
か
ら
」

Bさん（25歳）
ベンチャー勤務。高校、大学と
東海地方在住。新卒で2021年
に都内の人材系ベンチャー企業
に入社し、法人営業を担当。

キ
ャ
リ
ア
の
意
思
決
定
を

自
分
で
で
き
な
い
の
は
マ
イ
ナ
ス

Text=滝川麻衣子
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符」（新卒でしか入れない企業に新卒の

「カード」を使って入社すること）もある

から、まずは名の知れた企業に一旦行っ

てみようと。その後転職のときに有利な

会社がいいだろうと思いました。ただ、

今この先はまさに迷っています。

Eさん：新卒で日系大手に入

り6年目です。最初の職場であ

るBtoC商材のマーケティングの部署

では、華々しい広告宣伝だけではなく、

販売管理やコスト管理のような、地道

さが求められる仕事も経験させてもらい

ました。

　入社当初は体育会系気質の人にカル

チャーショックを受けたこともありまし

たが、社内でいろんな人とつながって

「どうやって信頼を獲得するかによって

周囲も変わってくる」と教えてもらい、

考え方も広がりました。悔しいのがつな

がりのあったすごい先輩たち、能力ある

同僚たちが辞めていくこと。この風土を

変えたくて、社内転職のような異動制

度を使って、人事領域にいます。

── なぜ多くの人が辞めていると思い
ますか。

Eさん：お客様に対する貢献実

感と成長実感が得にくいから、

かもしれません。「給料をもらっている

からには社会に価値を生み出そう」と

一生懸命やろうとする人ほど辞めてい

きます。優秀層から辞めて、残ってい

る人は仕事はほどほどに、整っている

制度をできるだけ活用したい……という

人が多いです。

──皆さんが仕事で成し遂げたいことは？
Bさん：マネジメントに興味が

あります。中長期で見ると、個

人でやれることには限界があるなと

思っていて。組織をどう動かしたら、

顧客にとってすごい成果を返せるのか

を学びたい。会社は今がちょうど成長

期で、ポジションや役割もどんどん増え

ていきます。キャリアにおいて、ここは

踏ん張りたいと思っています。

Cさん：ある程度よい生活をし

たいという気持ちはあるのです

が、正直給料にはそこまでこだわって

いません。それ以上に、自分が世の中

に貢献していることのほうが幸福度が

高いです。根底には女の子を元気づけ

たいという気持ちがあります。手段は何

でもよくて、世の中にインパクトや人々

にプラスの影響を与えられる存在であ

りたい。今の仕事ではそれができてい

るので満足しています。

── 前職ではなぜできなかったのですか。
Cさん：大手グローバル企業

を担当していたのですが、マス

マーケティングとして広告を打つのが

仕事で、買っている人の顔が見えなかっ

た。仕事が作業になってしまい、「自分

じゃなくても誰でもできる」という感覚

が強くて。 今の仕事は、お客様一人ひ

とりの顔が見える近さで仕事ができると

ころがいいです。

Aさん：その話、ものすごく共

感します。僕も大手企業で営業

をしていたときは、対企業に売るのが

仕事で、商品を実際に使っている人が

全然見えなかった。今の仕事はtoCが

主体で、オフィスにはお礼の花や手紙

も届きます。めちゃくちゃ幸福を感じら

れます。 

Dさん：日本社会は、家事も育

児も仕事もと、女性に「スーパー

ウーマン」を求めすぎだとずっと思って

います。私はスーパーウーマンじゃな

くてもいい環境を作りたいです。うちの

会社は女性管理職比率も高いのですが、

家事育児をメインで担うのは依然とし

て女性たちです。自分たちの商品が女

性をエンパワーメントするものなのに。

会社も世代交代や改革が進んでいる時

仕事で何を
成し遂げたいか

Cさん（26歳）
個 人 事 業 主。 大 学 卒 業 後、
2020年に外資系大手コンサル
ティング会社に入社。2023年
夏に退社し、マーケティングや
制作ディレクターをフリーラン
スとして請け負う。

世
の
中
に
貢
献
し
て
い
る
こ
と
が

幸
福
度
を
高
く
す
る

［Z世 代 座 談 会 ］ 

仕 事とキャリアの
本 音を聞いてみた
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期なので、今、この目の前から変えて

いきたいです。

　ただ今は経営層と近い距離でコミュ

ニケーションができる環境にいるので、

今なら（会社を）変えられるかもとやり

がいを感じていますが、今後定期的な

ローテーションで、たとえばあまり売

上のない部署に行く可能性もあります。

50代の部長などでも必要以上に腰が低

い様子を見ていると、肩身の狭い思い

をしていて、立場や部署によっての「人

権のなさ」を感じます。

Aさん：その哀愁ったらないで

すよね。

Dさん：背中が小さく見えるこ

と、ありますね。

Eさん：日本では、誰かが何か

してくれるのを待っている人が

多い。いろんなエンゲージメント調査を

見ていても若手層って「会社の将来が

不安だ」と答える人の割合がすごく高

いんですけど、会社の将来を作ってい

くのは自分じゃないか、と思います。そ

の当事者意識を、若手から正しくイン

ストールしたいと思っています。

── 日本の会社や組織で「ここを変え
るべき」を挙げるとすると？

Eさん：日本が成長しないのは、

社内を見すぎだからだと思いま

す。お客様を見ていないビジネスが蔓

延しすぎていて。結局誰も幸せになら

ないから、働く人のエンゲージメントが

下がっている……という構図がある。

Dさん：人材の流動性のなさで

すね。それもあって自分のキャ

リアプランを考える人があまりいない。

流動性が高くなれば、退職した人が外

の世界を見て、いい視点を持って会社

に戻ってきてくれるかもしれない。出戻

りをもっと許容する社会に、日本全体

がなっていけばいいのになと思います。 

Cさん：ロールモデルが社内に

いないこと。「こういう人になり

たい」という人が社内の先輩、上司に

まったくいなくて、私の同期もそれが原

因で辞めました。リモートワークだった

から余計にそうなのかもしれません。 

社内につながりが全然ないまま、直属

の上司か、案件が一緒の上司しか知ら

なかったです。

　いろんな経験をしている人に憧れて

いたので、もっと自由にいろんな観点で

仕事をしている人が増えればいいのに

と思います。それを本当に実現しようと

して、仕事1つ受けるのも、意思を持っ

て自分でジャッジしなくてはいけない業

務委託になった面はあります。

Bさん：同世代と話していると、

個人のキャリアの先行きが不透

明な人が多いと感じます。この会社に

いたら何年後こうなっている、というの

が見えなかったり、会社の都合で異動

するので、どういうキャリアプランにな

るのかわからなかったり。　　

　転職が増えてきたとはいえ、会社に

一度入ると自分でキャリアに関して意

思決定ができない状態は、個人にとっ

てすごくマイナスだと思います。

Aさん：敬語文化を変えたいで

す。敬語が過剰なまでの上下関

係を作ると思うからです。僕は留学時

代の友人の年齢は知りません。「もうす

ぐ定年でさ」と言うから「あ、60代な

んだ」、みたいな。

　結局何をやってきたか、どういうバッ

クグラウンドで、どんな会話をするかで

つながるべきなのに、日本は会社の上

下関係でコミュニケーションが断絶さ

れ、悩みが共有できないから、僕みた

いにすぐに辞める人が出てしまう。

　会社はなぜ若手が流出するのか、と

危機感を抱いているけれど、それは「居

心地が悪いから」。フラットにみんなで

協力できればもっとここで働きたいとい

う若手は増えると思います。

日本の組 織
ここを変えるべき

Dさん（24歳）
国内外で知られるプロダク
トの日系メーカー勤務。都
内の大学卒業後、2022年
に入社。経営企画の部署に
在籍。
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Eさん（29歳）
日系大手メーカー勤務。都内の
大学卒業後、2018年に入社。
BtoC商品のマーケティング部門
を経て人事部門で働く。

日
本
が
成
長
し
な
い
の
は

皆
が
社
内
を
見
す
ぎ
だ
か
ら

D
is
cu

s
s
io
n



34 Works No.183 Apr-May 2024

は、どうしても責任権限を限定して仕事を与える

ことが多いため、若手は自分の枠を超えた挑戦が

しにくく、ビジネスの全体像も捉えづらい。十分に

成長を実感できない状態が続くと、モチベーショ

ンも落ちてくる。

 「ただ、現場には誰かがやらなくてはいけない定

型業務もあるし、個人ごとに差をつけない組織風

土が根付いている職場もある。人事がすべての職

場に踏み込んで一気に変えることは難しいため、

まずは研修という場を使って新入社員の成長をサ

ポートしていこうと、新卒学部の仕組みを導入し

ました」（三木氏）

ゼミの立ち上げ・運営も若手自身で

　新卒学部は、個人のキャリア観を尊重し、興味の

ある分野を新人同士で学び合うことができる仕組み

だ。期間は約9カ月で、6月から9月までの第1クー

ルと、1カ月の中休みを挟み、11月から翌2月まで

の第2クールに分かれている。ゼミ活動を中心に、

集合学習やワークショップで主体的に学習を進めて

いく。基本的に自主参加としているが、第1クール

 「終身成長」と「共創力」を人財戦略の柱とする

旭化成。多様な個の活躍を支援するなかで、2023

年から新入社員の育成方法を大きく見直した。「新

卒学部2023」を新たに創設し、新入社員研修後の

約9カ月間にわたって、新人が仲間とともに主体的

に学ぶ場を整備した。

　人事部人財・組織開発室室長の三木祐史氏は、

「きっかけはコロナ禍での新入社員研修だった」と

振り返る。「対面での集合研修ができなくなったの

で、3密を避けてオンライン中心の研修を行いまし

た。配属地域ごとには対面で集まりましたが、こ

れだけでは寝食をともにする合宿と同レベルの同

期のつながりはあまり生まれなかったのです。もは

や同期というだけでは自然なつながりは生まれにく

くなっており、個々の志向やキャリア観など、何か

共通項がなければ相互刺激につながらないのでは

ないかと考えています」（三木氏）

　新入社員に限らず、若手の育成に関しては、以

前から課題を感じていたと三木氏は言う。最大の

問題は、企業側が若手一人ひとりのポテンシャル

を生かし切れていないことだ。特に大きな組織で

Text=瀬戸友子　Photo=旭化成提供（35P上）、三木氏提供（35P下）

Section

3
多くの企業がZ世代の育成に試行錯誤するなかにあって、
先行して育て方改革に取り組む企業、自ら成長しようとする有志活動を紹介する。
組織や企業の枠、世代を超えて組織をアップデートする取り組みが進行中だ。 

Z世代の
 「育て方改革」進行中！ 

旭化成

多様化する若手のキャリア観に対応し、旭化成では「新卒学部」を新たに創設した。
新入社員が主体的に運用する学びのコミュニティを通じて、学び合う風土を醸成。
多様な個を尊重し、自律的な成長を支援する。

新入社員が自ら運営する
学びのコミュニティ「新卒学部」を導入
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は全員が、第2クールも約7割が参加している。

　第1クールの最初には、参考情報としてキャリア

アンカー診断を受ける。自らのキャリア志向を踏ま

えて、事務局が用意した4つのゼミ（アドベンチャー

ゼミ、プロフェッショナルゼミ、クリエイティブゼ

ミ、ワークハックゼミ）から興味のあるゼミを選択

する。ゼミごとに指定された講座をeラーニングや

オンライン集合研修で学ぶほか、毎月1回のワーク

ショップを行う。

　第2クールに入ると、自分たちで興味のあるテー

マのゼミを立ち上げる。それぞれが参加するゼミ

を決め、活動内容を企画して運営するのも新人社

員たちだ。

 「資料の見やすさやDXを学ぶなど業務に直結した

ものから、ダイバーシティをテーマにした『女子相

談室』、お金について学ぶ『大富豪ゼミ』まで、バ

リエーション豊かなゼミが7つ発足しました。そ

れぞれの職場で仕事の経験も積み始めているので、

身近なスキルアップにつながるようなものが多く、

ディスカッションにも熱が入っています。外部講

師を呼びたいと予算の交渉に来たり、ワークショッ

プの企画で素晴らしい提案資料を作成したり、期

待以上の動きをしてくれていますね」（三木氏）

同時導入した上司層研修 
徹底した傾聴力を身につける

　一方、新人を受け入れる側の職場の変革も重要

だ。実は新卒学部の構想を伝えた当初、業務への

支障を懸念し、抵抗もあったという。ところが、

職場のマネジャーたちの声を丁寧に拾ってみると、

むしろ上司も困っていることが見えてきた。入社し

て日が浅い若手だからといって一律の対応をして

いては育成はうまくいかない。同時にハラスメント

への配慮も求められるなかで、職場で何ができる

のか、具体的に何をすればいいのか、悩んでいる

上司は少なくなかった。

　受け入れる側へのサポートとしては、新卒学部

導入と同じタイミングで、従来は一部の事業本部

で行っていたOJTトレーナー研修を全社展開し

た。基本的な役割理解と傾聴トレーニングを通じ

て、若手に仕事を与えるだけでなく、その意味付

けを伝える重要性を理解してもらう内容だ。

 「新卒学部でオンボーディングのサポートは始まり

ましたが、大切なのはその後、どう継続していくか。

3年、5年タームでフォローしていくことも必要だ

と考えています。みんなで学び合う風土を醸成し、

互いに刺激し合いながらモチベーション高く成長

し続けることができるよう、取り組みを進めていき

ます」（三木氏）

　現在、個人の志向に合わせて学べる仕組みと

して、全社共通の学習プラットフォーム「CLAP

（Co-Learning Adventure Place）」も整備されて

いる。社内外の学習コンテンツを自由に選んで受

講できるほか、受講者同士の情報交換などコミュ

ニティ運営に活用できる。

　このほか、DX化を推進して定型業務を効率化

したり、人事制度の面でも、年齢や職歴にかかわら

ず、能力のある若手をより早く登用できる仕組みを

検討するなど、多方面から改革を進めている。多様

な「個」を尊重し、その能力を引き出す支援に徹す

ることが、若手の成長を促す最大の鍵になる。

人事部
人財・組織開発室

室長

三木祐史氏
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「新卒学部2023」のオンラインでのワークショップ
の様子。事前学習したものをそれぞれの参加者が
プレゼンテーションしていく。



36 Works No.183 Apr-May 2024

　日本郵政グループは、「ローカル共創イニシア

ティブ」というプロジェクトを2022年に開始し

た。社会課題解決に取り組む地方の自治体やベン

チャー企業に、意欲ある社員を出向させ、事業共

創に取り組むというものだ。 

　プロジェクトを立ち上げた事業共創部担当部長

の小林さやか氏は、「事業面と人材面と大きく2つ

の狙いがある」という。 

　事業面では、全国で約2万4000におよぶ郵便局

という資産の活用だ。地域に根ざし、街の郵便・金

融窓口として住民から親しまれてはいるものの、事業

パートナーとしては認知されていないのが課題だっ

た。会社としても、地域ごとのリアルな課題を本社

が直に把握できるような仕組みが整っていなかった。

中期経営計画で「共創プラットフォーム」を目指す

というビジョンを掲げるなかで、グループの強みを生

かすための仕組みづくりが急がれていた。 

　これは人材面からも必要なことだった。実は日

本郵政グループには、「地域の役に立ちたい」「社

会に貢献する仕事をしたい」という志を持って入

社してくる社員が少なくない。しかし、それを実現

する制度や施策が不十分で、なかには意欲を失っ

ていく若手もいたという。 

 「決して離職率が高いわけではないのですが、辞

めていく若手の本音をよくよく聞いてみると、行動

したくても実現する術がないことへの失望がありま

した。思いが強い人ほど、失望も大きい。やはり

一人ひとりのチャレンジする気持ちを引き出し、最

後までやり切れる環境を整えていくことが重要だ

と考えました」（小林氏） 

　ローカル共創イニシアティブでは、事務局が

NPOと連携して全国のローカルベンチャーと接点

を持つ一方、社内公募で出向者を募集。選考では

単に地方に行きたいというだけでなく、プロジェク

トへの理解や本気度を確認した。出向先企業との

面談も踏まえて丁寧にマッチングを行い、2022年

4月からの第1期では8名、翌年の第2期では2名

を選出。28歳から45歳まで幅広い年代が集まった。

出向期間は2年間で、メンバーは出向先で働きな

がら、日本郵政グループの資産を活用した課題解

決ビジネスの創出を目指す。 

現場で考えながらできることを探る 

　1期生の三好達也氏の派遣先は、宮城県石巻市の

空き家再生事業を手掛ける会社だ。2014年に新卒

で入社したゆうちょ銀行から日本郵政に出向し、人

事部在籍時にこのプロジェクトを知って応募した。 

 「いつの間にか、新しいことに取り組むよりも、今

の部署で認められることを優先して仕事をしている

自分に気づき、せっかくならもっと違うフィールド

でどこまでできるか試したいと思いました」（三好氏） 

　石巻で三好氏が目指すのは、市場で流通しにくい

空き家情報の集約と活用だ。仮説の事業テーマと

大まかなマイルストーンは決まっているが、具体的

なアクションは現場で考えて自ら動いていかなくて

はならない。建築や不動産に関する知識もなく、何

をしていいか・何ができるかは手探りの状態だった。

まずはできることからと、自分で勉強しながら空き

Text=瀬戸友子
　Photo=伊藤 圭（37P下）、日本郵政グループ提供（37P上） 

日本郵政グループ

若手にも志を持っている社員は多い。必要なのはそれを実現する環境だ。
日本郵政の「ローカル共創イニシアティブ」は、社員が単身で地方に飛び込み、
事業共創に取り組むプロジェクト。越境体験を経て大きく成長する社員は多いという。 

地方のベンチャー出向で 
志を実現できる環境を整える 



37Works No.183 Apr-May 2024

家の調査や所有者との調整に出向いていった。 

　転機となったのは、新しいシェアハウスの立ち

上げプロジェクトを任されたこと。担当者として経

営的な会議に参加することも増え、事業全体を見

渡すビジネス視点や、当事者意識を持てるように

なったという。 

　既に日本郵政グループと協業する実証実験の提

案も行っており、出向期間中に体制構築まではや

り切りたいと考えている。 

 「石巻では、受け入れ企業の社員をはじめ、関係企

業の経営者や、不動産・建築の専門家として独立し

ている方など、いろいろな立場の方と仕事をしまし

た。以前は、会社に入ったら組織内の役割を果たす

という意識が強かったのですが、それは1つの働き

方にすぎない。複数の顔を持っている方の多さに触

れ、私も部門の枠組みにとらわれず提案したり、副

業制度を活用したり、やりたいことをやる方法はもっ

とあるのではと気づかされました」（三好氏） 

厳しい越境体験を経て大きく成長 

　ローカル共創イニシアティブは人材育成のための

研修ではなく、あくまでも事業共創を目的としたプ

ロジェクトだ。メンバー本人、事務局、出向先を交

えてゴールを設定し、事業モデルを構築して定期的

に進捗を管理する。事務局も毎月ミーティングを行

うなどサポートしているが、メンバー自身が現場で

判断しなければならない場面も多い。当初は出向先

と衝突してしまうメンバーもいたという。 

 「最初はどうしても郵政グループの資源をどう活用

するかを起点にして考えてしまいがちですが、地

域の事情も目の当たりにして、課題から逆算した

ソリューションのなかで自社資源をどう活用できる

か、という課題ドリブンで発想できるようになって

います。また、何か話をする際、会社を主語にす

るのではなく自分を主語に考えをはっきり語るよう

になり、プロジェクトを経て自律性が高まったメン

バーは多いですね」（小林氏） 

　１期生の出向期間も終わりが近づき、次の課題

は、越境経験で成長した人材に、どう活躍しても

らうかだ。 

 「越境して視野が広がったことで、メンバーからは

チャンスを与えてくれた会社への感謝の声が多く

聞かれます。アルムナイ制度や副業制度も始まり、

会社も変わってきている。一人ひとりの思いを実

現できる環境づくりにさらに力を入れていきたいと

思っています」（小林氏）

事業共創部
担当部長

小林さやか氏

三好氏が出向するのは、宮城
県石巻市の空き家再生事業を
手掛ける会社だ。 
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事業共創部 
主任（巻組 出向）

三好達也氏
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　2018年から大胆な組織改革を進めてきたオルビ

ス。きっかけは、売上の伸び悩みが続いたことだっ

た。創業以来、シンプルでナチュラルな商品が支

持を集め、業界に先駆けて自社ECサイトによる通

信販売を確立するなど、独自の地位を築いてきた

が、なかなか新規顧客が獲得できなくなっていた。

販売戦略もまとめ買いによる値引きなどのキャン

ペーンに偏るようになり、収益構造が悪化した。

　再生に向けた一手が、リブランディングだ。ブ

ランドとしての提供価値を、年齢に抗うのではなく、

本来の美しさを引き出す「スマートエイジング」と

再定義し、キャンペーン主体の販売戦略から、消

費者目線での顧客価値最大化へとビジネスモデル

の転換を目指した。HR統括部部長の岡田悠希氏

は、「そのためには、組織のあり方を変えていく必

要がありました」と振り返る。

 「通販時代の成功体験があったため、既存の勝ち

パターンを高速で回していくうちに、自部署を優先

するセクショナリズムや挑戦しないシニシズムが、

いつの間にか組織全体に広がってしまった。これ

では新しい価値を生み出すことはできません。リ

ブランディングと組織改革を両輪で進めていくこ

とは、経営陣の強い意志でもありました」（岡田氏）

　セクショナリズムとシニシズムとは逆の「未来志

向」で「オープンマインド」な風土を目指し、全

社員に求める新たな行動指針『オルビスマネジャー

スタイル（OMS）』を策定。「ビジョン志向」「自律

駆動」など7つの項目を掲げ、各項目につき「意識

してほしい行動」と「意識してほしくない行動」も

Text=瀬戸友子　Photo=伊藤 圭

HR統括部 部長

岡田悠希氏

新規戦略部
新規戦略グループ

石田 桜氏

オルビス

再生に向けてリブランディングを実現するには、組織を変えなくてはならない。
経営の強い意志から始まったオルビスの組織改革。採用・育成を根本から見直し、
挑戦意欲のある若手が活躍する風土へと大きく変化した。

具体的に提示した。

　管理職については、行動指針に沿った行動がで

きているか、3カ月に1度、メンバーからのサーベ

イを実施している。上司だけでなく、部下も定期

的に行動指針を振り返ることになり、意識浸透を

図る狙いもある。

採用を変え 
挑戦意欲のある人材を増やす

　大きく変えたのは、採用だ。新たな行動指針に

フィットする人材を採用して、組織のなかに増や

していった。

 「ところが、35年以上続いている化粧品メーカー

ですから、志望者のなかにはこれまでの商品が好

きで、変わることを望まないタイプの方も多かった。

私たちが求める『未来志向』で『オープンマインド』

な人材は、選択肢としてオルビスを見ていないの

で、こちらから積極的に動いて声をかけていきま

した」（岡田氏）

リブランディングと両輪で組織改革を推進
若手が活躍できるオープンな風土に
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　2021年に新卒入社し

た石田桜氏も、学生時代

はITベンチャーや広告

代理店を志望していた。

学生側が企業に自分をア

ピールする求職型の就活

イベントに参加したとき、

オルビスの担当者から声

がかかった。それまでは

「社名を聞いたことがある

程度」だったが、会社が

生まれ変わるタイミング

で、若手のうちから仕事

を任せてもらえる環境だ

と知り、入社を決めた。

 「新規顧客を獲得する

チームに配属され、入社

2、3カ月後には担当の代理店を任されました。本

当に早くから任せてもらえるんだと驚きましたね。

上司との関係も良好です。私が発注ミスをして在

庫を抱えてしまったときも、叱ることなく冷静に、

一緒になって対策を考えてくれました。私からも、

役割分担を変えたほうがチームとして動きやすい

など、日頃から自分の意見を率直に言えます。上

司もきちんと受け止めてくれ、意見が反映されるこ

とも少なくありません」（石田氏）

「若手の仕事」を見直し 
バイアスを排除

　もちろん、改革を始めてすぐに今のような風土

になったわけではない。

　行動指針を示し、採用を変えると同時に、人事

制度も変えた。一律の階層別研修をやめて自己研

鑽のプログラムを導入し、主体的に学び合う社内

アカデミー「ORBIS LAB」を立ち上げたほか、

年功にかかわらず、成果が報酬に反映される評価

制度に改定した。

　職場に染み付いたバイアスも徹底的に排除して

いる。スーツをやめてカジュアルな服装に変え、

電話応対や契約書のデータ更新など、これまで無

意識に「新人の役目」とされてきた業務の分担を

見直した。

 「主体性のある若手を採用しているので、昔のま

まではすぐに辞めてしまうとわかっていました。既

存の社員も抵抗はあったと思いますが、そのなか

でも活躍する若手が出てくると、なるほど、こうい

うことかと、それに続く人が次々に生まれてきた。

2020年くらいから業績にも好転のきざしが見え始

め、一気に変わってきた感があります」（岡田氏）

　改革も一定の成果が出てきたことから、次のス

テージでは顧客価値創出を加速するため、2023年

末に行動指針をアップデートした。「お客さまを主

語にする」「学びに貪欲に」「ひとつやってみる」「相

手をもっと知る」など、お客様視点、未来志向、オー

プンマインドをよりポジティブな言葉として言語化

し、社員の意欲と挑戦を促していく。

　特に若手は「早く成長したい」という気持ちが

強いことから、最初からやりたいことができる環境

を整えている。ポジション別採用で本人の希望に

沿った配属をするほか、オンボーディングプログ

ラムのなかで業務アサインの内容も丁寧にモニタ

リングしている。

 「ただ、ここ数年でわかってきたのは、ファースト

キャリアとして希望の仕事に就きたいという思い

は強くても、必ずしもそこに固執しているわけでも

ないということ。実際に仕事を始めて、今後のキャ

リアを考えたとき、自分の成長につながるジョブ

ローテーションであれば前向きに受け入れるケー

スも多いです。大切なのはコミュニケーションだと

改めて痛感しています」（岡田氏）
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　NTTグループの若手社員が立ち上げた有志団

体「O-Den（おでん）」。ユニークな名前の由来は、

「One」「電電」「縁（en）」をハイフンでつないだも

のだ。2015年の発足以来、さまざまな活動を通じ

てネットワークを拡大。累計の参加者は、5000人

を超えた。

　共同代表を務めるNTTファシリティーズの山岸

宏輔氏は、入社6年目。O-Denのミッションについ

て、「我々が問いかけているのは、『ワクワク働いて

いますか』ということ。NTTグループ33万人を縦

横斜めにつなぐことで、自分を変え、会社を変え、

社会を変えることを目指しています」と説明する。

山岸氏自身も4年前、日々の仕事に閉塞感を持って

いたとき、O-Denの活動を知って参加したという。

　山岸氏とともに共同代表を務めるのが、NTT

東日本に入社して5年目の高橋慶充氏。新入社員

研修で出会い、魅力的に感じた先輩が、たまたま

O-Denの創設者だった縁で参加を決めた。

　副代表の平城駿氏はNTTドコモに入社して3年

目。コロナ禍で入社してすぐフルリモート勤務に突

入し、社内につながりが欲しくて試行錯誤し、行

き着いたのがO-Denだった。

　代表・副代表に加え、グループ主要各社から手

を挙げたメンバー15～20人が運営事務局として活

動しているが、ゆるく関わっているメンバーは常時

50人ぐらいになる。

　毎年1つは大きなイベントと、次の世代に向け

た新入社員歓迎会を開催することは決めているが、

それ以外の活動の多くは各メンバーの問題意識や

興味・関心から企画が生まれている。たとえば「営

業の成績が上がらない」と悩んでいるメンバーが

いたら、「そのもやもやをみんなで解決する企画を

考えてみよう」といった具合だ。高橋氏は、「自分

のやりたいこと、伸ばしたいスキルをダイレクトに

活動に反映できる。自分の成長と直結している実

感が持てるのが有志活動の魅力」だと語る。

　これまでにグループの垣根を越えた交流の場を

Text=瀬戸友子　Photo=伊藤 圭（40P）、O- Den提供（41P）

O-Den共同代表
NTTファシリティーズ
経営企画部
経営企画部門　
企業イノベーション
推進担当

山岸宏輔氏
（写真左）

O-Den共同代表
NTT DXパートナー
プラットフォーム
ビジネス部
ビジネスデザイナー

高橋慶充氏
（写真中央）

O-Den副代表
NTTコミュニケーションズ
ビジネス
ソリューション本部
第四ビジネス
ソリューション部　
流通・サービス・
エネルギーグループ

平城 駿氏
（写真右）

NTTグループ O-Den

若手の有志団体のなかでも、着実に拡大・継続しているのがNTTグループの「O-Den」だ。
ネットワークは年々拡大し、意欲ある若手が集まって新しい取り組みが生まれている。
世代を超えた交流も深まっており、いまや経営層からも認められる存在になっている。

グループ横断で面白い人をつなぎ
もっとワクワク働ける会社に
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作る「ネットワーキング」、失敗を恐れず挑戦でき

る「ビジネスコンテスト」、大人が本気で遊ぶをコ

ンセプトとした「エンジョイ会」など、硬軟取り混

ぜた分科会が立ち上がり、イベントやワークショッ

プを開催している。

経営層からも一目置かれる存在に

　若手主体の有志活動とはいえ、O-Denはグルー

プ内での存在感を確実に高めてきた。

　たとえば、コロナ禍が始まったばかりの2020年

には、初めてオンラインで新入社員歓迎会を開催。

有志活動ならではのフットワークの軽さで、会社

の人事よりも早く、オンラインで人とつながる場づ

くりに挑んだ。

 「O-Denの活動のなかで生まれたアイデアが事業

化されたり、O-Denでつながったメンバーが共同

で事業を提案するなど、本業にも貢献しています。

『ワクワク働く』というマインドに変わったことで、

自分の業務のなかでも新しい領域を開拓するなど、

副次的な効果も大きいですね」（山岸氏）

　そうした成果が生まれるのに伴い、マネジメント層

にも広く認知されるようになってきた。O-Denが企

画したイベントには、「若手と触れ合いたい」「自分

の経験を役立ててほしい」などの理由で、グループ

各社のミドルクラスや経営層が参加することも多い。

　2022年には、会社が新しい働き方を打ち出した

タイミングで、当時の日本電信電話社長（現会長）

の澤田純氏を招き、Well-beingをテーマにした

イベントをオンラインで開催した。経営トップと参

加者が率直にディスカッションできる対話型イベ

ントで、グループ64社、1600人以上が参加するほ

ど好評だった。

1on1 も行いビジョンを共有

　もともとはわずか9人で始まった活動だったが、

少しずつ仲間が増え、輪が広がっていった。運営

事務局のメンバーに業務事情やライフステージの

変化があっても、若い世代が途切れず入ってくる

ので、柔軟に役割交代して代替わりできている。

 「入社2年目でイベントのチームリーダーを務めま

したが、自分に何が足りないかを知ることができ、

責任ある役割を果たした経験はとても貴重でした。

副代表に手を挙げたのは、もっと貢献し、自らの

成長にもつなげていきたいからです」（平城氏）

　現在の体制は既に4代目だ。上の世代が役職を

退いても、活動には継続して参加しており、現メ

ンバーのサポートにあたることが多い。

　発足から時間が経過すると熱量をキープできず

活動が停滞してしまう有志団体も少なくないなか、

O-Denが確実に成長できている秘訣は、動機付け

の強さにある。運営体制や活動内容には柔軟性を

持たせつつも、ビジョンの共有は徹底している。

　興味を持った人には、O-Denが目指すものや活

動を説明した後、事務局運営メンバーと1対1で話

す場を作り、O-Denで何をやりたいのか、どうい

う会社にしたいのかをとことん問いかける。結果的

に「やりたい」という思いの強い人だけが入ってい

る。さらに運営メンバー間でも定期的に1on1を行っ

ており、「志を持って行動を起こすことで会社を変

え、社会を変えていこう」という熱い思いを日頃か

ら語り合う。こうした努力が、「ゆるい」組織なが

らも求心力を持ち続けることにつながっている。

　今後についても具体的な目標を定めず、一人ひ

とりの挑戦を大事にしながらビジョンの実現を目

指していく。

 「会社を変える、社会を変えると掲げているので、

もっと影響力のある存在になりたいという思いはあ

ります。今は会社から自由にやらせてもらっている

感じですが、O-Denとして会社へ働きかけたり、

会社からもO-Denという枠組みをうまく活用して

もらったり、よりよい会社に変える取り組みをさら

に加速させていくことができればうれしいですね」

（高橋氏）

2023年6月に開催された「越
境活動の始め方」をテーマにし
たイベント。約200人が東京・
大手町のNTTコミュニケーショ
ンズのコミュニケーションスペー
スに集まった。同年には大阪
会場でも開催するなど、地域で
の自律的な活動も増えている。
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Z世代の「育て方改革」
「部下を叱れない」「育て方がわからない」―――
上司が戸惑う一方、「ここでは成長できない」と
職場を見切る若手が増えている。

「イクボス」伝道師・川島高之氏、『ゆるい職場』著者の
古屋星斗が考える育て方改革とは。

［対談］

「ゆるい職場」を見切る 
若手たち
古屋：法改正や社会規範の変化を背景

に、労働環境は急速に改善する一方、

新入社員の離職率が上昇しています。

「叱られたことがない」「このままでは成

長できない」……。「仕事がきついから

辞める」のではなく「ゆるい職場」でキャ

リアに不安を感じ、転職に踏み切る。「不

満型転職」ではなく「不安型転職」が

増えています。

川島：管理職からは「部下の育て方が

わからない」という悩みをよく聞きます。

古屋：まず、「Z世代は◯◯だ」と一括

りにしないほうがいいと考えています。

Z世代を対象にした仕事に対する意識

調査でも、多くの項目で二層化が顕著

です。さらに掛け合わせによって、主

流派なき多様化が進んでいます。

　これまで多くの日本企業は、白紙状

態の新卒を一括採用し、OJTで育成し

ていましたが、若手のキャリアのスター

ト地点も、経験や志向も多様化する今、

彼ら・彼女らのライフキャリアを把握で

きないことを前提とした「育て方改革」

が必要です。　

川島：入社時研修にせよ部下指導にせ

よ、完全個別対応の時代ですね。

古屋：もう１つ、育成の難しさの複雑

性を高めるのは、負荷の掛け方の難し

さです。私が2021年に行った調査で、

仕事の量による「量的負荷」と仕事の

中身に関する「質的負荷」、上司などと

の人間関係による「関係負荷」と、新

卒1年目〜3年目の成長実感の関わりを

分析しました。すると、質的負荷は成

長実感にプラス、関係負荷はマイナス

という結果が出たのです。関係負荷を

高めずに質的負荷を高めるという非常

に難しい舵取りが求められています。

川島：辞められたら困る、ハラスメント

になるという恐怖から、部下に厳しく言

えない一方、上からは相変わらず「昭和」

な指示が下りてきて板挟みになってい

る。こうした管理職を支援しなければ

なりません。

「外で育てる」 
「横の関係で育てる」 
一社に閉じない育て方改革
古屋：育て方改革のポイントは2つあり、

「外で育てる」「横の関係で育てる」こ

とです。若手の育成は、一社に閉じる

べきではありません。大手自動車会社

でも2020年前後から出向研修を導入し

ています。越境プログラムを提供する

企業による「レンタル移籍」を導入す

る企業も増えています。 

川島：私自身、MBAを学びましたが、

それよりも実際にマネジメント能力を鍛

えられたのはPTAでした。社内の序列

や文脈が通用しない組織で、人を動か

し物事を進める経験を管理職自身がし

たほうがいい。「MBAよりPTA」が私

の常套句です。

　また2014年に私は、経営者や管理職

として意識してきたことを「イクボス」

の定義と10カ条にまとめあげ、世に出

しました。定義は、（1）部下の仕事と私

リクルートワークス研究所　
主任研究員

古屋星斗

Text=渡辺裕子　Photo=今村拓馬
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生活をともに応援する、（2）ボス自らワー

ク・ライフ・ソーシャルを楽しむ、（3）

成果には厳しくこだわる、です。上司

自身が家事や育児などを主体的にやり、

PTAや地域活動などソーシャル活動に

参画し、充実したワーク・ライフ・ソー

シャルを見せることが大切です。

古屋：ある日系大手企業の若手は、出

向先のベンチャー企業で仕事に厳しい

指摘を受けた。初めての経験だったそ

うですが、その経験をさせてくれた自社

に感謝しているそうです。

川島：以前は親だけでなく、子どもを

叱ってくれる近所の年配者や、マナー

を教えてくれる商店街のオジチャン・オ

バチャンなどがたくさんいました。そう、

地域総ぐるみでの次世代育成です。職

場も同じで、上司だけが1to1で部下を

育成するのではなく、部外・社外・そし

て地域やNPOなどのソーシャルで若手

や次世代を育成することが大切かなと

思います。

古屋：大阪商工会議所が主催する若手

社員キャリアデザイン塾の塾長をして

いますが、業種や企業規模の異なる約

50社から若手社員が参加しており、社

外の人材と交流するなかで、さまざまな

気づきを得ています。若手育成を職場

の問題に閉じるのではなく、横の関係

で学ぶコミュニティの形成が今後、重

要になると感じます。職場での関係負

荷を高めずに質的負荷を高めていく1つ

の方法かもしれません。

社外に目を向ける若手は 
「離職予備軍」か？

古屋：「外」を経験した人材は、自社へ

のエンゲージメントが高まることがわ

かっています。ただ離職率も高まるの

が悩ましいところです。

　自律的な若手ほど、組織に不満を持

つのではなく、よりよい機会を求めて転

職する。これを「ポジティブ転職」と

呼んでいます。対義語は「ネガティブ

在職」で、不満を持ちながら組織にし

がみつく。ポジティブ転職を防ごうと自

律的な社員のキャリアを制約するより、

ネガティブ在職を減らすことこそ喫緊

の課題ではないでしょうか。

川島：部下を越境させることは、経営

者や上司にとって覚悟の要ることです。

本業がおざなりにならないか、離職し

てしまわないかと心配して、機会を与

えず囲い込みたい気持ちも痛いほどわ

かります。しかし、部下を越境させる

覚悟を持ったほうがいいです。そのた

めにも上司自身が仕事一本足打法から

脱却し越境する必要がありますね。

古屋：まったくです。若手にとって「い

い上司」とは、「できる人」よりも「変

な人」かもしれません。組織の保守本

流で職場の仕事ができて評価されてい

る人より、社内外にネットワークを持ち、

面白そうな仕事をしている。自分自身、

越境している人がロールモデルになり

やすい。

　会社のメンバーシップも多様化して

いきます。副業や兼業、インターンシッ

プ経験者、アルムナイなど、フルタイ

ムでコミットはしていないが、会社に

魅力を感じて、なんらかの関わりを持

つ関係人口ならぬ「関係社員」がいる

はずです。マーケティングにおけるファ

ンコミュニティの考え方を人材領域に

応用して、「関係社員」を増やすことが

競争力に直結する。ジョブ型でもメン

バーシップ型でもない、いわばハイパー

メンバーシップ型組織です。複層化す

るコミュニティで育成する設計が重要

になっていくでしょう。

NPO
ファザーリング・ジャパン 理事

川島高之氏

慶應義塾大学卒業。三井物産入社
後、系列上場会社の社長に就任し「イ
クボス式経営」で利益8割増、時価総
額2倍、残業4分の1に。“元祖イク
ボス”として多方面で活躍中。
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　何人もの東大生たちに取材しましたが、理由とし

て多かったのが、「安倍政権は結果を出している」と

いう回答でした。特に彼らが「結果」として挙げた

のが、就活状況の好転です。今では人手不足の影響

で好転したことが定説になっていますが、当時取材

した東大生たちは、先輩たちが就活で苦労した経験

を見聞きしてきたからか、「政権のおかげ」だと評価

している人が目立っていました。

　就活時の経済状況がその世代の人生観やキャリア

観に深く影響することは感じてきましたが、揺るがな

い自民党への支持を聞いて、ここまでかと驚いたも

のです。

デジタルの力を使って声を上げる
行動力とスピード感に衝撃

　今回Z世代の特集を企画したのは、上司・先輩世

代から「理解できない」「どう接していいか戸惑って

いる」と見られているこの世代に、先入観なしに向き

合ってみたいと思ったからです。

　前出の企画で取材した東大生たちもZ世代でした。

この記事だけを読めば、この世代は保守的、現状肯

定派だと見えるでしょう。今号で取り上げたデロイト　

トーマツ グループの調査では、Z世代の特徴として

生活不安、経済的な不安が大きいことが明らかになっ

ています。就活で売り手市場になったところで、その

先の生活や仕事への不安が消えたわけではない。だ

からこそ、より現実的にならざるを得ないのかもしれ

　前職のBusiness Insider Japan時代、2017年に

「『やっぱり安倍政権しか選べない』東大生はなぜ自

民党を支持するのか」という特集を組んだことがあり

ます。一強といわれた安倍政権ですが、森友問題な

どのスキャンダルもあり、当時は支持率と不支持率

が拮抗する状態になっていました。

　しかし、各世代で軒並み支持率が落ちていたにも

かかわらず、30歳以下の世代だけ依然として60%以

上が支持（読売新聞6月世論調査より、全体の支持率

は49%）。なぜ若い世代は安倍政権、自民党をこれほ

ど支持するのか、そんな疑問から取材を始めました。

　なかでも注目したのが東大生です。毎年東大新聞

が実施する新入生対象の調査では、安倍政権誕生と

ともに、東大生の自民党支持率が急上昇したまま高

止まりしていたのです。特徴的だったのは、それまで

「支持政党なし・わからない」と答えていた7割もの無

党派層が一気に減り、自民支持に転じていたことです。

浜田敬子
（本誌編集長）

自ら変革する力を持つ若者を求める
すべての上の世代の人たちへ

まとめ
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投票率の低さにつながっていることに問題意識を持

ち、自ら被選挙権年齢引き下げの公共訴訟の原告に

もなっています。大学院修了後に、研究でも就職で

もなく、社会を変革するためのアクティビストの道を

選択した点でも、新しい生き方だなと感じます。

　何度も取材させてもらっているのですが、毎回彼

女からは社会の変化、今の若い人の意識の変化を学

ばせてもらっています。

称賛だけでは不十分
共に行動し、意志を貫けるよう支援

　今、企業は社会的な経験をしている若者、自律的

にキャリアを考えられる若者、社会課題に関心の高

い若者、自ら変革する力のある若者を求めています。

ただ、能條さんが指摘するように、そういった強い

意志を持った若い人ほど職場で意志を貫けないと悟

ると、「黙って辞めていく」。「無言で会社を辞めてい

く若者」が何に失望して退職を選ぶのか。上司も企

業もここに真摯に向き合わなければ、若い世代にとっ

て働きたいと思える職場にはならないでしょう。

　同時に自戒も込めて思うのは、「改革を若者任せに

しない」ということです。社会課題に真摯に取り組

む若い世代を見ると、上の世代はどうしても「すごい

ね」と称賛するだけに留まりがちです。本当に共感

するなら、一緒に行動したり、彼ら・彼女らが意志を

貫けるよう支援したり環境を整えたりすることこそ求

められているのだと思います。

ません。

　しかし一方で、今の社会を変えようと行動してい

るZ世代もいるのです。

　私がこの世代の変化を強く感じたのは、2021年の

ことです。2月に「女性がたくさん入っている会議は

時間がかかる」「五輪委員会に入っている女性はわき

まえておられる」という、いわゆる森発言によって森

喜朗氏に批判が集中したとき、若い女性たちがすぐに、

発言に抗議するオンライン署名運動を立ち上げまし

た。10日間で15万もの署名を集め、五輪組織委員会

に提出し、結果森氏の辞任につながりました。

 「おかしい」と感じたらすぐにデジタルの力を使って

声を上げる行動力とスピード感に衝撃を受け、「新し

い世代」の誕生と感じました。既に欧米ではジェン

ダーや環境問題を巡ってZ世代が行動を起こし、政

治的にも大きなインパクトを与えていましたが、日

本で私が新しいパワーとして自覚したのはこのとき

でした。

　その署名運動の中心にいたのが、6ページに登場し

てもらった能條桃子さんです。彼女は若者に政治参

画を呼びかけるNO YOUTH NO JAPANの活動を

皮切りに、政治分野のジェンダーギャップを解消す

るために女性立候補者を支援する活動も始め、2023

年の統一地方選では各地で女性議員が誕生する原動

力にもなりました。

　さらに世界的に被選挙権の年齢が引き下げられて

いるなかで、日本の立候補年齢の高さが若い世代の


